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エッセイ

地震学の社会貢献度
MORI James Jiro

　10 月 1 日は日本で緊急地震速報が始まってちょ
うど 10 周年になる．この間，188 回の速報が発せ
られており，地震学の社会に対する貢献のいい例と
なっている．最初のうち，こうした応用研究はそれ
ほど価値はないとみられていたフシがあるように思
うが，10 年たってみるとこのシステムはかなりの
成功をおさめ，世界中で高く評価されている．
　地震学はどのように，またどれぐらい社会に貢献
できるものだろうか？　緊急地震速報についていえ
ば，製造業の会社には経済的効果をもたらし，電車
その他の交通機関は明らかに安全性を向上させた
が，これによって直接，人命が救われたかといえば，
それははっきりとはいえない．しかし，たとえ小さ
な揺れだったとしても，まず速報が来て，それから
揺れが来るというシステムは，情報が欲しい人々に
素早く情報を提供するという点で貢献している．日
本のような技術先進国では特に有益な貢献である．
また，地震学者が学問のためだけではなく，社会に
貢献するために働いているというメッセージも伝え
ている．
　地震学の社会に対する貢献をどう測るか，またそ
うした努力がどのように人々に受け止められている
かということは，地震学にとっても非常に重要なこ
とである．
　人々は揺れが来るという事前の情報を受け取ると
いくらか心の余裕を持てる．その逆に，地震学者が
「想定外」の地震だといったら不安になるのではな
いだろうか．スマトラ地震，東北地方太平洋沖地震，
オクラホマの誘発地震，遠地地震の誘発，パーク
フィールドの地震予知と地震，東海地震の予知…と
さまざまな地震イベントを見てきたが，地震が起き
ることも起きないことも「想定外」とはいえないと
私は思う．もっと的確にいうなら，地震を捉えるに
は歴史の記録が短すぎるのだ．地震は非日常的なこ
とかもしれないが，想定外ではない．想定外，とい
うと，たいていの大きい地震はいつどこで起きるか
わかるはずなのに，という含意があるが，それは正
しくない．
　滅多にない，まれな（しかし想定外ではない）地
震はいつも問題で，大きな被害をもたらすことが多
い．社会的な準備が十分に整っていないからだ．日
本におけるM9しかり，ハイチのM7しかり，アメ
リカ東海岸のM6もそうだった．
　まれな地震の危険性をどのように伝えればいいのだろう？　確率論的地震
発生予測，強震動シナリオ，ハザードマップ，いずれもむろん役には立つ．
しかし，千年に一度しか起きないM9が確率論的地震動予測地図に与える影
響は小さい．それでも，沈み込みゾーンの地震は何でもM9になるというよ
うな極端な言い方は言いすぎだ．
　人々にまれな地震の危険性を説くのは簡単ではない．研究費用や被害軽減
の努力の必要性を説得するのはなおさらだ．たいていの人は生涯そういう経
験をしないからである．そういう地震は日本のどこかで発生するだろうし，
世界のどこかではほぼ確実に起きるにもかかわらず，である．
　リスクのレベルに関して，人々にバランスのとれた適切な情報を伝えるこ
とは難しい．脅かしすぎてはいけないが，まれな地震によるひどい被害の可
能性についてはきちんと言わなければならない．われわれは社会に対して，
よくある地震についてはそのたびに頻繁に情報を提供し，まれな地震につい
てもそれが起きる可能性について適切に伝える努力をしなければならない．
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1．　は じ め に

　最近約 20 年間の GNSS 等の測地観測網の構築
により，沈み込み帯を始めとする世界各地のプ
レート境界で多数のスロースリップイベント（以
下，SSE）が検出されてきた．SSE は自発的に加
速する過渡的な非地震性すべりであり，継続時間
は数日から数年に亘る．SSE は主にプレート境
界浅部の固着域から深部の定常すべり域への遷移
領域で数カ月から数年程度の間隔で繰り返し発生
し，多くの場合，微動や群発地震の活動を伴う

（たとえば，Obara, 2011）．
　房総半島沖では，相模トラフからフィリピン海
プレートが関東地方の下に沈み込み，日本海溝か
ら太平洋プレートがフィリピン海プレートの下に
沈み込んでいる．1990 年代半ばに国土地理院の
GNSS 観測網 GEONET が構築されて以来，房総
半島沖のフィリピン海プレートの沈み込み境界で
は，Mw 6.4～6.7，継続時間が 10～30 日程度で群
発地震活動を伴う SSE が 1996， 2002， 2007， 2011，
2013～2014 年に検出されてきた（Sagiya, 2004 ; 
Ozawa  et al.,  2003,  2007 ; Hirose  et al.,  2012, 
2014 ; Ozawa, 2014 ; Fukuda et al.,  2014）．これ
らの SSE のすべり域は GNSS データから推定さ
れている浅部の固着域（Sagiya, 2004 ; Nishi mura 
et al., 2007）と深部の定常すべり域の境界付近に
位置している．GNSS データから検出されたこれ
らの SSE に加えて，Hirose et al.（2012）は群発
地震活動と傾斜計のデータから GEONET の構築
以前の 1983 年と 1990 年にも SSE が発生してい
たことを明らかにした．また，Kato et al. （2014）
は 2011 年東北地方太平洋沖地震の直後に SSE が
誘発されたことを地震活動のデータから推定した．
　1987 年千葉県東方沖地震（M 6.7）は SSE の発

生領域近傍のフィリピン海プレート内部で起きた
横ずれ型の地震である．その余震の震源分布は，
本震の震源からフィリピン海プレート上面に向
か っ て 上 方 に 延 び て お り， 浅 い 余 震 の 震 源

（Okada and Kasahara, 1990）はプレート境界面
上の SSE 発生域の深部側の端付近に位置する．
SSE が千葉県東方沖地震に近接していることを
考慮すると，これらの間に何らかの相互作用があ
る可能性が考えられる．実際に，Hirose et al. 

（2012）は千葉県東方沖地震による応力変化が
SSE の発生間隔に影響を与えた可能性を指摘し
ている．
　SSE は多数の検出例があるが，時間発展過程
についての研究は少ない．SSE の詳細な時間発
展過程の解明は，SSE の発生メカニズムの研究
や SSE による地震・微動活動の誘発に関する研
究などに貢献する可能性がある．本稿では，房総
沖の SSE の詳細な時間発展過程を GNSS データ
に基づいて推定した結果（Fukuda, 2017）を紹介
する．

2．　スロースリップイベントによる地殻変動

　図 1 に 1996，2002，2007，2011，2013～2014
年の SSE を含む期間の GNSS 観測点での水平変
位を示した．これらの水平変位は，GNSS 時系列
データから定常的な変位，季節変動，地震による
ステップ的な変位，東北地方太平洋沖地震の余効
変動など SSE 以外に起因する変位を除去して推
定されたものであり，SSE による水平変位と考
えることができる．2013～2014 年の SSE につい
ては国土地理院の GEONET と東京大学地震研究
所の観測点の変位を示し，他の SSE については
GEONET の観測点の変位のみを示している．図
1 から，すべての SSE で変位は南東向きであり，
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フィリピン海プレートの沈み込みの方向（Nishi-
mura et al., 2007）とおおむね逆向きであること
が分かる．一方，変位の大きさや空間パターンは
SSE ごとに異なっていることも分かる．たとえ
ば，2011 年の SSE による水平変位は，他の SSE
と比較して明らかに大きく，2013～2014 年の
SSE による水平変位は，より広範囲に分布して
いる（図 1）．このような水平変位場の SSE ごと
の相違は，各 SSE のすべり分布の違いを反映し
ていると考えられる．

3．　スロースリップの時間発展

　これまで，GNSS 時系列データの解析により，
1996 年（Sagiya, 2004），2002 年（Ozawa et al., 
2003），2007 年（Ozawa et al., 2007），2013～2014
年（Ozawa, 2014 ; Fukuda et al., 2014）の SSE の

時間発展が推定されてきた．また，傾斜計と GNSS
時系列データの同時解析により 2007, 2011 年の
SSE の時間発展が推定されてきた（Hirose et al., 
2014）．しかし，複数の著者によってすべりの時
間発展が推定された SSE（2007 年および 2013～
2014 年の SSE）については，著者ごとに大きく
異なる結果が得られている．このような相違は使
用したデータや解析手法の違いを反映したものと
考えられる．そこで本稿では，GNSS 時系列デー
タを用いて，1996， 2002， 2007， 2011， 2013～2014
年の SSE の時間発展を統一的な方法で推定した
結果（Fukuda, 2017）を紹介する．この研究では，
す べ り の 時 間 発 展 の 推 定 に は Fukuda et al. 

（2008）のインバージョン解析手法が用いられた．
この手法は，GNSS 時系列データから高解像度の
すべりの時空間発展を推定できるという特徴があ
る．

図 1　 GNSS データから求められた（a）1996，（b）2002，（c）2007，（d）2011，（e）2013～2014 年
の SSE を含む期間の水平変位（黒矢印）．白矢印は推定されたすべり分布による計算値を示す

（Fukuda, 2017）
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　Fukuda（2017）は 5 つの SSE に対して，フィ
リピン海プレート上面における 1 日ごとのすべり
速度の時空間変化を推定した．例として，2002
年および 2007 年の SSE に対する推定結果を図
2，3 にそれぞれ示す．図 2 から，2002 年の SSE
は 10 月 2 日に房総沖で始まり，10 月 3 日までに
すべり速度が最大 6.2 m/yr まで加速したことが
分かる．10 月 3 日から 7 日の間は，すべりの発
生場所や速度に変化はなく，すべりが継続した．
その後，10 月 7 日から 9 日の間にすべり速度は
最大 9.9 m/yr にまで加速し，9 日以降にしだいに
減速した．この加速と同時に，すべりは 10 月 7

日から 8 日の間に西南西に伝播し，9 日以降は南
東方向に伝播した．
　図 3 から，2007 年の SSE は 8 月 12 日に房総
沖で始まり，8 月 15 日までにすべり速度は最大
7.5 m/yr まで加速したことが分かる．この後，8
月 25 日頃まですべりは徐々に減速した．すべり
が開始してから 8 月 18 日頃までの間，すべりは
西北西に伝播した．すべり速度が最大となった 8
月 15 日以降，すべりは南東方向にも伝播した．
2007 年の SSE は，その開始直後からすべりの伝
播が連続的に起きたという点で，開始から 6 日程
度の間すべりの伝播がみられなかった 2002 年の

図 2　 2002 年の SSE を含む期間の 1 日ごとのすべり速度分布（Fukuda, 2017）．赤実線は相模トラフ，
黒破線はフィリピン海プレート上面の等深線（10 km 間隔）を示す．紫丸は深さ 40 km 以浅の
地震の震央を示す
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SSE とは異なる．また，すべりの伝播方向は，
2007 年の SSE の西北西方向に対して 2002 年の
SSE では西南西方向となっている．このように，
2002 年および 2007 年の SSE の時間発展は互い
に異なる特徴を示す．
　1996，2011，2013～2014 年の SSE におけるす
べり速度の時空間変化については，紙数の都合
上，ここではその概要を述べるにとどめる．詳細
については Fukuda（2017）を参照していただき
た い．2002，2007 年 の SSE で は， 図 2，3 に 示
されているように，すべりが開始してから 4～8
日程度ですべり速度は最大値の約 7～10 m/yr に
達している．1996，2011 年の SSE では，すべり

の加速はそれぞれ 8 日，6 日継続し，すべり速度
は最大値の 4.8 m/yr, 13.0 m/yr に達している．し
たがって，1996，2002，2007，2011 年の SSE に
おけるすべりの加速の継続時間は同程度である．
一方，2013～2014 年の SSE では，すべりの開始
から 15～20 日程度かけてすべり速度が約 1 m/yr
程度まで加速し，その後より大きな加速度でさら
に加速し，6 日間ですべり速度の最大値の 4.6 m/
yr に達している．このように，2013～2014 年の
SSE は，最初の約 15～20 日間ですべりが非常に
ゆっくりと加速し，その後比較的速いすべりに移
行するという他の SSE とは大きく異なる特徴を
示す．

図 3　2007 年の SSE を含む期間の 1 日ごとのすべり速度分布（Fukuda, 2017）．記号は図 2 と同様である
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　各 SSE の時間発展の特徴は図 4 に示したモー
メントレート関数にも現れている．2002，2007，
2011 年の SSE では，すべりの開始時から 4－6×
1022 Nm/yr2 程度の加速度でモーメントレートが
時間とともに線形に増加している（図 4b, c, d, f）．
一方，1996 年の SSE では，モーメントレートの
増加はより緩やかで，加速度は 1－2×1022 Nm/
yr2 程度である（図 4a,  f）．2013～2014 年の SSE
では，すべりの開始後 15～20 日程度の間（2013
年 12 月 28 日以前）に 1×1021 Nm/yr2 程度，そ
の後の 7～8 日間に 1×1022 Nm/yr2 程度の加速度
でモーメントレートが増加した（図 4e）．最初の
15～20 日間のモーメント加速度の値は他のイベ
ントに比べて一桁小さい（図 4f）．一方，それに
続く 7～8 日間のモーメント加速度の値は 1996 年
の SSE と同程度である（図 4f）．このように，5
つの SSE は比較的急に加速するイベント（2002，
2007，2011 年の SSE）と緩やかに加速するイベ
ント（1996，2013～2014 年の SSE）の 2 つのグ
ループに分けることができる（図 4f）．Fukuda 

（2017）は後者の SSE は前者の SSE に比べて地
震モーメントや最大すべり速度が小さいことを報
告している．

　すべりの伝播方向や伝播速度も SSE ごとに異
なることが明らかになった．図 5a の直線は各
SSE の初期段階におけるすべりの近似的な伝播
経路，図 5b～f はこれらの直線上におけるすべり
速度の時空間変化を示す．1996, 2007, 2011 年の
SSE では，すべりの伝播はイベントの開始と同
時に始まり，すべりは図 5a の対応する直線に
沿ってそれぞれ約 10, 5, 5 km/day の一定速度で
連続的に伝播した（図 5b, d, e）．2013～2014 年
の SSE でも図 5a の直線に沿った約 10 km/day の
一定速度での連続的なすべりの伝播がみられた
が，伝播はすべりが開始してから 15～20 日程度
後（2013 年 12 月 28～29 日）に起きたすべりの
急加速と同時に始まった（図 5f）．これらのイベ
ントとは対照的に，2002 年の SSE では連続的な
すべりの伝播はみられなかった．2002 年の SSE
では，すべりが開始した 10 月 2 日から 7 日まで
は伝播はみられず，10 月 7 日から 8 日までの 1
日間に約 20 km 西南西に伝播した（図 5c）．この
ように，すべりの加速や伝播のパターンは SSE
ごとに異なることが明らかになった（図 4f, 5）．

図 4　 （a）1996，（b）2002，（c）2007，（d）2011，（e）2013～2014 年の SSE のモーメントレート関数（赤
実線）．赤破線は誤差範囲（±1σ），棒グラフは深さ40 km以浅の地震の1日ごとの発生個数を示す．

（f）（a）～（e）のモーメントレート関数を時間軸方向に拡大して示す．各関数は時間方向に任意に
移動されている（Fukuda, 2017）
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4．　スロースリップに伴う地震活動

　1996，2002，2007，2011，2013～2014 年の SSE
に同期して群発的な地震活動がみられた．図 4a～
e は 1 日ごとの地震発生個数（気象庁一元化震源
カタログの深さ 40 km 以浅の地震の個数）をス
ロースリップのモーメントレートとともに時間の
関数として示している．モーメントレートの増加
に伴い，地震発生レートが顕著に増加しているこ
とが分かる．これらの SSE の発生期間中に起き
た地震のマグニチュードの最大値はそれぞれ 4.3，
3.7，5.3，3.7，5.0 である．
　地震活動とスロースリップの関係をより詳細に
みるために，図 2 に 2002 年の SSE に伴う地震活
動の 1 日ごとの震央分布をスロースリップのすべ
り速度分布とともに示す．この図から，地震活動
とスロースリップの間には以下のような関係があ
ることが分かる．地震活動は 10 月 1～2 日にス
ロースリップの開始とほぼ同時に始まった．すべ
りの伝播がみられなかった 10 月 2 日から 6 日の
間，地震活動はすべり速度が大きな領域の深部側

の端付近で発生し，顕著な震源の移動はみられな
かった．10 月 7 日から 8 日の間にすべりの西南
西への伝播がみられたが，これに同期して，地震
活動も西南西へ移動した．このように，地震活動
の震源の移動はすべりの伝播パターンと対応関係
を持つことが分かる．
　図 3 には 2007 年の SSE に伴う地震活動の震央
分布をスロースリップのすべり速度分布とともに
1 日ごとに示した．地震活動は 8 月 13 日にスロー
スリップの開始より 1 日程度遅れて始まった．す
べりの西北西への伝播がみられた 8 月 13 日から
18 日の間，地震活動の震源もすべり速度が大き
な領域の深部側の端付近を西北西に伝播した．こ
のように 2007 年の SSE に対しても震源移動とす
べりの伝播パターンとの間に対応関係があること
が分かる．
　1996，2011，2013～2014 年の SSE に対しても，
地震活動の震源移動とすべりの伝播パターンとの
間に 2002, 2007 年の SSE と同様の対応関係がみ
られた．つまり，これらのすべてのイベントで地
震活動はすべり速度が大きな領域の深部側の端付
近で発生し，震源はすべりの伝播とともに移動し

図 5　 （a）1996，2002，2007，2011，2013～2014 年の SSE の初期段階におけるすべりの近似的な伝播
経路をそれぞれ青，赤，緑，紫，茶の実線で示す．矢印はすべりの伝播方向を示す．（b～f）各
SSE に対する（a）の対応する直線上におけるすべり速度の時間変化．横軸は各直線の西端から
測った距離を表す．紫丸は 40 km 以浅の地震の震央を各直線上に投影したものを表す．黒実線は
すべりの近似的な伝播速度を示す（Fukuda, 2017）
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た．図 5b～f に各 SSE に伴う地震活動の震央分
布を図 5a の直線（すべりの伝播経路）上に投影
したものをこれら直線上におけるすべり速度とと
もに時間の関数として示す．SSE ごとにすべり
の伝播パターンは異なるが，すべてのイベントに
対して，地震活動の震源がすべりの伝播とともに
移動する様子が明瞭にみられる．このような震源
の移動とすべりの伝播の間の強い相関は，地震活
動がスロースリップによる応力変化により誘発さ
れたことを示唆する．
　図 4，5 からスロースリップと地震活動の開始
時刻の間の関係は，SSE ごとに異なることが分
かる．すべりの加速が比較的急激な 2002, 2007, 
2011 年の SSE では，地震活動はスロースリップ
の開始から 1～2 日以内に始まっている．一方，
すべりがより緩やかに加速する 1996, 2013～2014
年の SSE では，地震活動はスロースリップの開
始後それぞれ 6, 20～25 日程度遅れて始まってい
る．5 つの SSE に対して地震活動の開始時刻と
すべり速度の関係を調べると，すべり速度が閾値

（～4 m/yr）を超えるまでは顕著な地震活動の増
加 は 起 き て い な い こ と が 分 か っ た（Fukuda, 
2017）．これはすべり速度で決まる応力レートに
より地震活動がコントロールされており，地震を
誘発するために最低限必要な応力レートの閾値が
存在することを示唆する．この場合，SSE ごと
の地震活動の開始のタイミングの違いは，応力
レートが閾値に達するまでに要する時間の違いで
説明できることになる．

5．　お わ り に

　本稿では，GNSS データに基づき，過去 5 回の
房総沖 SSE の時間発展過程を推定した結果を紹
介した．解析の結果，5 つの SSE におけるすべ
りの加速や伝播のパターンはイベントごとに異な
ることが明らかになった（図 4, 5）．また，イベ
ントごとにすべりの時間発展のパターンが異なる
にもかかわらず，すべてのイベントに対して，地
震活動の震源の移動はすべりの伝播パターンと強
い対応関係を持つことが明らかになった（図 5）．

現時点では，ここで示されたようなすべりの時間
発展の多様性を生み出すメカニズムは明らかでは
ない．また SSE に同期した地震活動についても，
その発生メカニズムが十分に解明されているわけ
ではない．今後は数値シミュレーションや地震活
動解析など他の手法も用いてすべり速度の時空間
変化やそれに伴う地震活動の発生メカニズムを理
解することが重要になるだろう．
　近年，スロースリップが隣接する領域における
M7～9 クラスの地震の発生に寄与したことを示
唆する観測結果が得られている（たとえば，Kato 
et al., 2012 ; Radiguet et al., 2016）．数値シミュ
レーションからは，スロースリップが隣接する地
震発生域に応力の増加をもたらし，地震の発生を
促進する可能性に加えて，スロースリップが地震
発生域に伝播し，動的弱化によって地震性すべり
に発展する可能性も指摘されている（Segall and 
Bradley, 2012）．房総沖の SSE はプレート境界地
震である 1703 年元禄関東地震（M～8）の震源域
の深部側に隣接している上に，フィリピン海プ
レート内の地震である 1987 年千葉県東方沖地震

（M 6.7）の震源域にも近接している．したがって，
SSE のこれらの震源域への影響を検討すること
も今後重要になるだろう．
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1．　は じ め に

　日本海溝海底地震津波観測網（Seafloor Obser-
vation Network  for Earthquakes and Tsunamis 
along the Japan Trench，通称 S-net）は，東北
日本太平洋側の海底に設置された世界に類がない
大規模なリアルタイム地震津波観測網である．北
海道から千葉県の太平洋側の海底に地震と津波を
観測できる 150 の観測点を総延長約 5,500 kmの
海底光ケーブルで陸と結ぶという観測網を，文部
科学省の補助金を受け，2011 年から 2017 年にか
けて国立研究開発法人防災科学技術研究所
（NIED）が整備を行った．当初の計画では 2015
年度から観測網全体の本格運用予定であったが，
約 2年遅れでの運用開始となった．データはリア
ルタイムでNIEDに伝送されており，また，2017
年 11 月 16 日からは気象庁での津波監視業務に全
150 観測点のデータの活用が開始された．
　S-net については金沢（2013）ですでに紹介さ
れているが，本論文でも整備の背景やシステム概
要についておさらいをしつつ，その最初の成果に
ついて紹介する．

2．　S-net 整備の背景

　平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震
M9.0（以下，東北沖地震）が発生の際，地震動
および巨大津波の影響により，甚大な人的および
物的被害を出した．この東北沖地震により，さま
ざまな分野においてさまざまな問題が浮き彫りと
なったが，その 1つとして，地震・津波に関する
的確で正確な情報を提供できなかったことがあげ
られる．東北沖地震発生当時，地震観測点の状況
は，24 時間 365 日連続でリアルタイムで観測し

ているものについて，陸上ではNIED，気象庁，
大学等の各機関を併せて 1,500 点弱であったが，
海域については 55 観測点，しかも北海道から千
葉県沖合に限定すると 16 点のみであった．また，
リアルタイムで津波を計測可能な東北沖の観測点
についても，震源域付近では，海岸部にある験潮
所，海岸から約 20 km付近の場所に設置されて
いたGPS 波浪計（国土交通省港湾局が全国 15 カ
所に設置），東京大学地震研究所による釜石沖の
海底ケーブルに接続されていた 2つの津波計のみ
と，数も少なかった．
　このように，海溝型地震の発生の場である海域
にリアルタイムの観測網が十分に設置されていな
かったことが，東北沖地震による被害の拡大の要
因の 1つとして考えられる．地震の発生をより早
く検知するためには地震計が震源のなるべく近い
位置にあるのがよい．東北沖地震の場合，震央付
近に観測点があったとすれば陸上のみの観測網
データに比べて 10 数秒程度（P波速度を 7 km/s
と仮定）早く検知でき，そのぶん早く緊急地震速
報のような情報発信が可能となる．また，震源域
を取り囲むように観測点を配置することにより，
震源の位置や発震機構等の情報が正確となる．た
とえば陸域の観測網データのみで東北沖地震のよ
うな海域の震源位置を求めた場合，その位置の誤
差が数 10 km（特に震源の深さ）になることは珍
しくない．地震発生直後に津波情報を予測すると
きには，地震のマグニチュード・震源の深さ・発
震機構等の情報を基にしているので，これらの情
報が正確であればあるほど，より精度のよい津波
情報の発信が可能となる．また，面的に配置され
た津波計で観測することにより，津波の発生およ
び伝播をリアルタイムでモニタリングすることが
可能となる．
　このような背景のもと，災害軽減に資するため

日本海溝海底地震津波観測網（S-net）の最初の成果
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の津波即時予測の高度化，緊急地震速報の高度
化，地震像の解明を目的として S-net の整備が始
まった．

3．　S-net 観測網の概要

　海溝型地震のように震源が浅く，逆断層や正断
層型のように縦ずれ成分を含むマグニチュード
7.5 クラスの地震が海底下で発生した場合，沿岸
に被害を及ぼすような顕著な津波の発生が予想さ
れる．S-net ではこのような津波の励起を伴うこ
とが予想されるマグニチュード 7.5 クラスの震源
域の拡がりのなかに最低でも 1点の観測点を配置
するように設計した．また，発生した津波が沿岸
に到達するまでの間に，沿岸での津波到達時刻や

津波高の推定をより精度の高いものに更新してい
くためには，津波の波源と沿岸との間になるべく
密な複数の実測データが必要となる．このため，
S-net では，海溝軸に直交する方向にはおよそ
30 kmの間隔，海溝軸に平行な方向には約 50～
60 km間隔で観測点を配置した．また，アウター
ライズ地震の震源域を含む日本海溝の東側沿いの
海域もカバーするようにした．津波の伝播速度は
水深が深くなるほど大きいので，海溝軸の東日本
沿岸寄りより水深の深い海溝軸東側に観測点を配
置することは，より早期の津波検知に有効である．
　以上のような思想のもと，全体で 150 の観測点
を約 5,500 kmの海底光ケーブルで結びリアルタ
イムで観測データを伝送する観測網を構築した
（図 1）．観測網全体は 6つの海域に分けて整備を
行った．2013 年度に①房総沖海域を設置，2014
年度に④三陸沖北部海域の設置，2014～2015 年
度に③宮城・岩手沖海域の設置，2015 年度に②
茨城・福島沖海域および⑤釧路・青森沖海域の設
置，2016 年度に⑥海溝軸外側海域の設置を行っ
た（図 2）．
　房総沖海域は千葉県南房総市から茨城県鹿嶋市
に至る観測点数 22，ケーブル長は約 730 kmのシ
ステムであり，敷設はNTT-WEM社のケーブル
敷設船「すばる」（総トン数 9,557 t）（図 3上）に
より 2013 年 7 月から 10 月にかけて行われた．
　茨城・福島沖海域は宮城県亘理町から茨城県鹿
嶋市に至る観測点数 26，ケーブル長は約 864 km
のシステムであり，敷設は敷設船「すばる」と
KCS社のケーブル敷設船「KDDI PACIFIC LINK
（KPL）」（総トン数 7,960 t）（図 3中）により 2015
年の 4月から 10 月にかけて断続的に行われた．
　宮城・岩手沖海域は，岩手県宮古市から宮城県
亘理町に至る観測点数 26，ケーブル長は約 877  
kmのシステムであり，敷設は敷設船「KPL」に
より 2014 年 10 月～11 月，2015 年 2 月，4月～5
月，9月～10 月にかけて行った．
　三陸沖北部海域は青森県八戸市から岩手県宮古
市に至る観測点数 28，ケーブル長は約 869 kmで
あり， 敷設は敷設船 「KPL」 により 2014 年 4月～
5月，7月～8月，2015 年 2月～3月にかけて行った．

図 1　 S-net の観測装置とケーブルの配置図．①か
ら⑥までの 6海域で構成される．丸が観測
装置を，四角が陸上局の位置を表す
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　釧路・青森沖海域は，北海道根室半島沖から青
森県八戸市に至るルートで，観測点数 23，ケー
ブル長は約 731 kmのシステムであり，敷設は敷
設船「すばる」と「KPL」により 2015 年 10 月～
11 月，2016 年 2 月にかけて行った．
　また，海溝軸外側海域は北海道根室半島沖から
千葉県南房総市に至る観測点数 25，ケーブル長
は約 1,472 kmのシステムであり，敷設は韓国の
KTS社の敷設船「SEGERO」（総トン数 8,323 t）
（図 3下左）および同社作業船「MIRAERO」（総
トン数 1,999 t，後埋設を実施）（図 3下右）によ
り 2016 年 9 月～11 月，2017 年 2 月～4月にかけ
て行った．

4．　観測システムの概要

　前節で述べたように，S-net 全体は 6つの海域
からなり，1つの海域は平均 25 個の観測装置を
海底光ケーブルで数珠つなぎに接続する（図 4）．

ケーブルの両端を陸揚げし，陸上局に接続するこ
とにより，両端給電・双方向伝送によりケーブル
障害時の欠測回避を図っている．また，陸上局機
能の冗長化により局舎設備の障害による欠測回避
も図っている．水深 1,500 m 以浅では，ケーブル
および観測装置とも最大 1 mの深さの溝の底に
置くこと（事実上は砂が被っているので埋設され
たのと同等）により，底曳き網漁といった漁業活
動との干渉や，投錨によるケーブル障害に備えて
いる．
　海底光ケーブルは多芯（海溝軸外側海域で 10
芯 5 ファイバペア，それ以外の海域で 12 芯 6
ファイバペア）であり，1ファイバペアを制御用
途に使用し，残りをデータ伝送に使用している．
1つのファイバペア内では，最大 7波長による光
多重伝送を組み合わせることにより，観測装置お
のおのは 1ファイバペア 1波長の専用の光伝送路
によって陸上局に直結されており，観測装置の障
害が他に波及することを防止している．

図 2　S-net の整備工程
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　観測装置の肝はセンサー部である．これまでの
地震計測や海底圧力計測において実績があるセン
サーといえども故障の可能性は排除できない．そ
こで，S-net では 3成分 4セットの地震センサー
と，2セットの海底水圧センサーによる冗長構成

により，センサー部の耐障害性の向上を図った．
また，地震センサーについては，計測原理の異な
るセンサーにより冗長化することによって，同じ
原因による故障発生を排除し，耐障害性をより高
めた．表に観測システムの概要を示した．
　観測装置は直径 34 cm，長さ 226 cmのベリリ
ウム銅耐圧容器の中に収容されている（図 5）．
観測装置は主電源部，光アンプ部，電源制御部，
伝送部，センサー部からなっている．地震計は，
サーボ型加速度計が 3成分 2式で，計測範囲は
ハードウェア的な設定でそれぞれ±2 G と±5 G
に設定してある．±2 G のものについてはプログ
ラマブル・ゲイン・アンプにより，さらに±0.0625 G
の計測レンジの設定もある．この他，水晶振動式
加速度計 1式（計測範囲は±2 G），速度計（固有
周波数 15 Hz）1 式が地震計として格納されてい
る．津波計は水晶振動式高精度水圧計（周波数出
力型）が 2式セットされている．水深換算で数

図 3　 海洋部工事に使用した敷設船．（上）NTT-WEM
社の 「すばる」，（中） KCS社の 「KDDI PACIFIC 
LINK」，（下左）KTS 社の「SEGERO」，（下右）
KTS社の「MIRAERO」

図 4　S-net 観測網の概念図

表　S-net の仕様概要

津波計 水晶振動式高精度水圧計（周
波数出力型）2式

地震計 加速度計 2 式（計測範囲は
±2 G と±5 G），水晶振動式
加速度計 1 式（計測範囲は
±2 G），速度計（固有周波数
15 Hz）1 式

AD変換 24 ビット分解能

海底ケーブルの長さ 6 観測システム合計で約
5,500 km

ケーブル給電 ケーブル両端の陸上局から
の 1.1 A 定電流の直流給電．
およそ 2,200～2,700 VDC（海
溝軸外側以外）もしくは 3,200  
VDC（海溝軸外側）

データ伝送方式（海） 1ペアの光ファイバで 6（海
溝軸外側以外）もしくは 7
波長多重（海溝軸外側）・双
方向伝送

データ伝送方式（陸） IP-VPNを使った伝送

データの刻時 GPSによる基準信号を陸上局
より観測装置に伝送して刻時
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mmの分解能をセンサーとして有す．水圧計は水
圧を感知するために非耐圧部に格納されている
が，データ収録を行う水密部とは新たに開発した
4芯フィードスルーにより接続されている．
　観測データは陸上局からのGPS 時計による時
刻情報をもとにタイムスタンプが付けられ，両方
の陸上局に同じデータが送信される．1観測装置
あたり計 6セットの 22 チャンネルのデータが送
信される．陸上局では海底から受信したデータを
処理して，地上の IP-VPN回線網を通じて，つく
ばにあるNIEDのデータセンター，東京大学地
震研究所のバックアップセンターに送信してい
る．気象庁などへも同じ地上の IP-VPN回線を通
じてデータ伝送を行っている．

5．　S-net での観測解析

　海溝軸外側海域を除く，南房総，茨城・福島沖，
宮城・岩手沖，三陸沖北部，釧路・青森沖の 5海

域合計 125 観測点のデータは 2016 年 2 月より順
次つくばのデータセンターへの送信が始まった．
同年 5月からは気象庁へも送信を始め，7月 28
日より津波監視業務への活用が始まった．海溝軸
外側海域 25 観測点のデータについては 2017 年 4
月よりつくばデータセンターでの取得が始まっ
た．同年 9月から気象庁への送信も始まり，11
月 16 日より津波の監視業務にも使用が開始され
た．
　海溝軸外側海域以外では 2016 年よりデータの
取得を始めたが，その間，さまざまなイベントを
捉えているので，主要なイベントについての観測
解析結果の紹介を行う．
5．1　2016 年 8 月 20 日三陸沖の地震（M6.4）
　2016 年 8 月 20 日 18 : 01 に三陸沖の海溝軸か
ら約 50 km陸側のプレート境界付近において
M6.4 の地震が発生した．F-net のMT解による
とほぼ東西方向の圧縮軸をもつ逆断層型の地震で
あった．震源分布を図 6に，地震波形のペースト

図 5　海底地震津波計の外観と内部構造．水深 8,000 m の海底に設置することができる
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アップを図 7に示す．陸のHi-net 観測点に比べ
ると，S-net では 20 秒程度早く地震を検知してい
ることがわかる．また，この地震では最大 1 cm
程度の津波を複数の観測点で観測した（図 8）．
このように，S-net の当初の目的のとおり，海域
で発生する地震をより早く捉えることができ，
1 cm程度の津波も面的に捉えることができるこ
とがわかった．
5．2　2016 年 11 月 22 日福島沖の地震（M7.4）
　2016 年 11 月 22 日 05 : 59 に M7.4（F-net では
Mw 7.0）の地震が福島県の海岸から約 50 kmの
プレート上盤側 （深さ 10～15 km程度） で発生し
た．この地震により津波が発生し，仙台湾で最大
波高 144 cmが観測され，津波警報も出された（気
象庁，2016）．S-net においても最大波高 50 cm程
度を観測し，津波の第一波のみならず，顕著な海
岸で反射した津波を観測した（防災科学技術研究
所，2016）．
　S-net による震源決定精度向上の効果を検証す

るため，2016 年 11 月 22 日～30 日に発生した福
島沖の地震について，S-net 観測点の有無による
震源分布の比較を行ってみた．図 9の左図が
S-net 観測点の読取り値を使わないで，陸上にあ
る観測点のみで震源決定を行ったもの，右図が
S-net 観測点の読取り値も使って決定した震源
データである．震源決定に使った速度構造は，陸
については二層構造，海については，堆積層も考
慮した構造で計算した．読取りは震央距離
200 km以内の観測点で行った．その結果，震央
についても S-net の有無によって 10 km程度の差
が表れることが分かった．深さ分布についても
S-net の読取り値を使わない場合，深さ 5～25 km
にわたってほぼ均質に震源が分布し（図 9左）震
源分布について議論できることが少ないが，
S-net を使うことにより（図 9右）震源分布のさ
まざまな特徴がみえてくる．たとえば，本震のメ
カニズムは北西︲南東方向の張力軸をもつ正断層
型のメカニズムであったが，図 9右のA︲A′断面

図 6　 2016 年 8 月 20 日から 1週間分の三陸沖海域の地震活動．左図は震源の空間分布，右上図はその
時系列を示す．右下図は，左図の点線内の拡大図で，緑星印は 1994 年三陸はるか沖地震の本震
の位置を示す（地震調査研究推進本部，2016a）
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の分布をみると，本震メカニズムと整合的な南東
落ちの震源分布が見えており，南東落ちの断層が
動くことによる地震であったことが推測される．
また，暫定ながら，地震調査研究推進本部（2016b）
の P25 防災科学技術研究所資料の震源過程解析
結果によると，余震域中央の，特に浅部で滑り量
の大きな領域があることがわかる．図 9右のB︲B′
断面の本震すぐ南西側の深さ 5～15 km付近では
余震が起こっていないが，この場所は滑りの大き
な領域とよい対応を示しており，本震時に滑りの
大きな場所では余震活動が起こりにくいことが示
唆される．
　このように海域で発生した地震についてはS-net
のデータを使うことにより飛躍的に精度が高ま
り，さまざまな議論が可能となる．

6．　ま　と　め

　2011 年より整備の始まった S-net は，2017 年
に整備が完了し，北海道から千葉県の太平洋沖に
おいて海溝軸の外側を含め，150 地点で地震 ･津
波観測点のデータの取得を始めた．気象庁への送
信も全 150 観測点で開始しており，津波の監視業
務に使用され始めた．データ取得を開始してから
いくつかの津波も観測しており，少なくとも 1 cm
程度の津波が検知できることを検証できた．ま
た，観測網がカバーしている領域の直下で発生す
る地震について精度よく地震活動を捉えることが
できている．このように，当初の目的である，房
総沖から北海道沖にかけての海陸境界域で発生す
る地震と津波のリアルタイムモニタリングが開始
された．今後はより多くのデータを蓄積すること
により防災に貢献する画期的な成果が期待される．

図 8　 震央距離に応じて並べた水圧計による観測
波形．黒は 100～1,000 秒のバンドパスフィ
ルターをかけた観測データ，赤は理論波形
データ（地震調査研究推進本部，2016a）

図 7　 震央距離に応じて並べた速度計による観測
波形．黒はS-net 観測点，青はHi-net 観測点．
S-net では 20 秒程度早く地震を検知した（地
震調査研究推進本部，2016a）
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1．　は じ め に

　地震はプレート運動により地殻にひずみが蓄積
することにより起きるが，その地殻の動きを観測
する技術はこのところ格段の進歩を遂げている．
高精度・広帯域の地震観測網のグローバルな展開
と，GPS などの宇宙測地技術の活用により，空
間スケールではグローバルなプレート運動から
ローカルな地殻の動きまで，時間スケールでは地
震波の周期から経年変化まで，セミリアルタイム
で観測できるようになった．大容量の観測データ
を用いた高度な解析も進展している．
　いくつかのプレートに囲まれているわが国に
とっては，地震への備えは国の重要課題でもあ
り，阪神淡路大震災以降，日本全土をほぼ網羅す
る GPS 観測網が整備された．そのおかげで，陸
上では，毎日の地殻の動きが 1 cm よりよい精度
でモニターできるようになっている．さらに必要
な場合には秒単位の変動も知ることができる．自
然災害という観点からは，その被害の大きさと再
来間隔の短さから考えて，プレート境界で起きる
海溝型巨大地震への備えが最も重要である．しか
しその震源域は，GPS 等の電波を通さない海の
下にあり，観測の空白域であった．
　このため，わが国では，政府の地震調査研究推
進本部の指針などで海底地殻変動観測の重要性が
指摘されてきて，海上保安庁と大学において
GPS 音響結合方式の海底地殻変動観測の推進と
高度化の研究が継続されてきた．この観測は技術
的にも経費的にも大きなチャレンジであったが，
観測担当者とそれをサポートする機関の継続的な
努力がようやく報われつつある．一方で，精密な
海底圧力観測により地震時およびその前後におけ
る海底の上下変動をモニターする研究も進展し，

日本海溝および南海トラフの周囲には大規模な
ケーブル式の海底地震・津波観測網も敷設されて
いる．海底間の精密音響測距では，大深度・超長
基線での計測に成功し，日本海溝軸を跨いだ相対
変位をモニターすることも可能になってきた．ま
た，南海トラフでは，深海底の掘削孔内における
リアルタイムの地殻変動観測も始まっている．海
底の地殻変動観測にようやく光がさしてきたと言
えよう．そこでその現状と今後の課題について簡
単にまとめてみた．

2．　海底精密測位観測

　海上の GPS 測位と海中の音響測位を結合して
センチメートルオーダーの精密な海底測位を行
い，その繰り返し観測から海底の水平変動を検出
しようという革新的な測地観測が，1980 年代に
米国のスクリップス海洋研究所で提案され，1990
年代に試験的な観測が開始された（Spiess et al., 
1998）．GPS 測位に相当する精密測位を海底で実
現しようとする試みである．わが国では 2000 年
に海上保安庁がこの方式による海底地殻変動観測
への取り組みを開始し，つづいて東北大学と名古
屋大学においても試験的な観測を開始した．ここ
では，他の手法の海底地殻変動観測との区別か
ら，この手法を海底精密測位観測と呼ぶことにす
る．
　この測位観測は 3 台以上の音響トランスポンダ

（海底局）を海底にアレイを組んで設置して行う
が，基礎となるのは，3 つの測位技術である．第
1 は GNSS 測位に基づく揺れ動く船に取り付けた
アンテナの精密測位，第 2 は船に取り付けた
GNSS アンテナと音響送受波器の精密相対測位，
第 3 は船の音響送受波器と海底局アレイとの精密
相対測位である．最近そのいずれの点でも改善が

わが国の海底地殻変動観測の現状

藤本博己
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進み，海底の測位精度が向上してきている．第 1
の測位は，衛星測位システムが GPS から GNSS
に高度化することにより，測位に用いることがで
きる衛星の数が多くなり，移動体の精密測位を可
能とするキネマティック測位技術も向上し，測位
精度が向上してきている．第 2 の測位について
は，最近は国内 3 機関とも船底に取り付けた音響
送受波器を用いることが多くなり，この問題の影
響が小さくなるとともに，観測の効率が向上して
いる．第 3 の測位は，海中の音響測距に基づくの
で，海中音速の時空間変化が問題となる．海上保
安庁では音速場の時間変化を推定する解析に早く
から取り組み，名古屋大学では黒潮の影響を考え
て音速場の空間変化を推定する研究を進めてき
た．いずれも，比較的短時間に海底局アレイに対
してほぼ均等に観測データを配置することによ
り，音速場の時空間変化の影響を抑えている．こ
のような観測により，当初は無理と考えられてい
た海底の上下動も 10 cm のオーダーで検出でき
るようになってきた．東北大学では，平均音速場
の水平測位への影響がなくなる海底局アレイの中
心での定点観測で水平変位のみを検出する観測に
重点をおいてきたが，音速の水平勾配の影響が残
るという問題があった．しかし海底局アレイに対
するさまざまな位置での観測データが蓄積される
と，各海底局の位置を精密に求めることができる
ようになり，過去のすべての観測データを用いた
逆解析により，音速場の時空間変化も推定し，海
底局アレイの測位精度を向上させる解析に着手し
ている（Honsho and Kido, 2017）．そのような解
析により，上下変動の推定精度の向上も期待でき
る．このような解析手法は，観測形態によらず有
効で，今後異なる観測機関が取得したデータを無
駄なく統合して解析できるようになることが期待
される．
　海底精密測位観測では，現場の海上で 1 日程度
観測して得た海底局アレイの測位精度は 2～3 cm
程度と推定され（Sato et al., 2013），まだまだ陸
上の GNSS 観測との差は大きい．しかし最も期
待されているのは海底の絶対位置ではなく，変位
速度の観測である．年に 2 回ないし 1 回の観測で

は 4～5 年程度の観測で，また海上保安庁のよう
に毎年定期的に 3 回程度の観測を継続していれば
3 年程度の観測で，1 cm/year 程度の変位速度の
速報値が得られるようになってきた．
　海上保安庁は南海トラフ沿いの観測を 2000 年
から開始し，2011 年以降に追加した 9 点を含め
て，15 点における 2015 年までの海底精密測位観
測データを陸上の GNSS 観測データと合わせて
解析し，南海トラフ周辺のプレート境界全体にわ
たる固着状態を初めて明らかにした（Yokota et 
al., 2016 ; 横田，2017）．その解析により，土佐湾
の沖合や遠州灘など，過去の巨大地震の震源域と
考えられてきたエリアの海側で固着が強いこと
や，浅部のゆっくり地震や海山の沈み込みが観測
されているエリアでは相対的に固着が弱いことが
初めて観測から示された（図 1）．
　名古屋大学では，熊野海盆や駿河湾で，海底精
密測位観測の継続により沈み込みプレート境界に
おける固着状態の推定を目指しており，一部のエ
リアに限られるが，上記の海上保安庁の結果と整
合する結果を先行して報告してきた（Tadokoro 
et al., 2012 : Yasuda et al., 2017）．さらに 2013 年
以降，熊野海盆沖のトラフ軸の両側に観測点を配
置して測位観測を継続している．これまでの観測
による予備的な解析により，トラフ軸の海側の変
位速度はフィリピン海プレートの運動速度とほぼ
一致しており，プレート境界最浅部の固着率は
40～100% であると推定している（Yasuda et al., 
2017）．南海トラフのプレート境界最浅部の固着
率は防災上も重要であり，両機関の今後の観測結
果が待たれる．
　東北沖の太平洋では，2011 年 3 月まで宮城県
沖地震の発生が高い確率で予測されており，海上
保安庁は宮城県沖周辺に重点をおきつつ日本海溝
沿いの水深 1,000～2,000 m の海域で，東北大学は
宮城県沖の水深 1,500～3,500 m の海域で，それぞ
れ精密測位観測を継続していた．海上保安庁の観
測点の 1 つは 2005 年 8 月に宮城県沖で起きた
M7.2 の地震の震央付近にあり，地震前の歪の蓄
積から 2007 年ごろからの歪の再蓄積まで，プ
レート境界地震に伴う 1 サイクルの地殻変動を初
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めて海底で観測した（Sato et al., 2011a）．さらに
2011 年の東北地方太平洋沖地震（以下東北沖地
震）では，両機関とも超巨大地震に伴う地殻変動
を初めて震源域近くの海底で観測し（Sato et al., 
2011b ; Kido et al., 2011），地震時の断層滑り分布
の推定に重要な貢献をした．
　余効変動等の観測によりこの超巨大地震の地震
時の滑りについて考察を深めるとともに，地震後
の地殻変動の推移をモニターすることを目的とし
て，東北大学が中心になり，2012 年の秋から日
本海溝周辺の 20 点で新たに海底精密測位観測が
開始された（Fujimoto, 2014）．設置された海底局
は日本の 3 機関で共通に観測できる仕様となって
おり，数点の観測点では海上保安庁も観測を継続

している．両機関から最近報告された 2016 年 5
月までの観測結果によれば，地震後の水平変動は
海溝軸に沿って顕著な違いを示しており（図 2），

（1）地震時に大きく滑ったエリアでは，主にマン
トルの粘性流動の影響と考えられる陸側への変動
が観測されており（Watanabe et al., 2014），（2）
その南側では逆に，主に余効すべりの影響と考え
られる海側への変動が観測されており，（3）その
北側では目立った変動はみられず，卓越する変動
源がなく，かつ再固着もしていない状態と考えら
れる（Tomita et al., 2017）．また，太平洋プレー
ト上の観測点は通常の沈み込み速度の 3 倍程度の
変動がみられたが，プレートの加速ではなく，粘
性流動で説明できる範囲であることもわかった

図 1　 海上保安庁が 2015 年までの海底の精密測位観測データと陸上の GNSS 観測データを合わせて解
析して求めた，南海トラフ域の海陸プレート境界における滑り欠損速度の分布とその解釈．（a）
プレート境界面における固着状態の空間変化を示しており，赤い部分ほど固着が強いことを示す．
図中のコンターは 1944 東南海地震および 1946 南海地震で推定されている大滑り域の分布であ
る．（b）海山の沈み込みや超低周波地震（VLFE）とプレート間の固着に関係がありそうである．
Yokota et al.（2016）の Fig. 2 の一部を日本語表記に変更（横田，私信）
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（Tomita et al., 2015）．超巨大地震後に，震源域
周辺の海溝軸全体にわたって地殻変動が観測され
たのは初めてであり，まだ解釈は予備的なもので
ある．今後観測を継続し，さらに海底圧力観測の
結果等も合わせることにより，謎の多いこの巨大
地震の地震時の滑りと今後の変動について解明が
進むことを期待したい．
　海底精密測位観測の直近および今後の課題に触
れておきたい．南海トラフと日本海溝という国際

的にも注目される沈み込み帯で，世界で初めての
面的な海底地殻変動観測が継続されており，直近
の課題として最も重要なことは，現在実施してい
る観測の継続であろう．そのためには，シップタ
イムを確保し，バッテリの寿命が約 10 年といわ
れている海底局を定期的に交換するなど，長期的
な運用体制の構築が必要である．さらに，観測と
解析の手法を高度化し，半日から 1 日程度かかっ
ている時間を大幅に短縮することが重要である．

図 2　 東北大学が 2016 年 5 月までの海底測位観測データに基づいて推定した，東北地方太平洋沖地震
後の日本海溝周辺における水平変動の分布．測位の基準は北米プレートである．図中の朱色の線
VLSA は地震時の大滑り域を，橙色の線 PRA は主破壊域を示す．Tomita et al.（2017）の Fig. 1
に加筆（富田，私信）
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観測手法としては，音速場の水平勾配の推定に寄
与する補足的な観測手法の開発に期待したい．
　今後の課題の 1 つは，大きな地震の可能性が指
摘されているのに観測の空白域となっている海域
での観測である．琉球海溝の一部では名古屋大学
などが先行的な観測を進めているが，千島海溝
や，伊豆・小笠原海溝などは手つかずの状態であ
る．このような海域の観測を可能にするために
は，すでに日本海溝域で実施しているように海底
局を共通化して，オールジャパンとして年に 1 回
程度は観測する体制が必要である．5 年程度で観
測点付近におけるプレート境界の固着状態を把握
できるであろう．幸い，国内の研究者の公募研究
に利用されている海洋研究開発機構（JAMSTEC）
の研究船の多くや一部の民間船にも，この観測の
ための船底装備が相次いで取り付けられており，
甲板作業を必要としないので，夜間などほかの観
測の合間や荒天時にも観測を実施しやすい．東北
大学で実用化の目途がつきつつある自航式ブイも
観測の効率化に有効であろう．
　今後の二つ目の課題は，南海トラフ海域などで
大きな地震が起きた場合などに求められるセミリ
アルタイム観測への取り組みである．地震時変位
やその直後の変動の推移は，連動した破壊が誘発
されるか否かを判断する上できわめて重要とな
る．いくつかの鍵となる観測点で毎日の日座標値
を求め，さらにオンデマンドで高頻度臨時観測を
できることが当面の目標と考えられる．既存の観
測船を緊急にしかもしばらく利用するということ
は非常に難しいので，船を用いない観測手法の開
発が必要である．係留ブイを用いた観測は海洋研
究開発機構と東北大学などで試行されてきたが，
5 ノット超の黒潮に対応させるためブイが水深以
上の半径で振れまわるスラック係留であることが
問題となっている．通常の海底局アレイの外側に
海底局を追加するなどの対策を施すとともに，係
留システムの水の抵抗を減らすなど，更なる研究
が必要であろう．緊急かつ比較的短期の観測シス
テムという点では，たとえば，船舶との衝突予防
装置を装備した自航式ブイを複数岸壁から出発さ
せ，それぞれの観測点で 1 カ月ほど連続あるいは

間歇的な観測を行い，解析も行って日座標値を衛
星通信で送信してくるような方策も考えられる．
その間に，観測点の追加など既存の観測船による
対応も準備できる．

3．　海底圧力観測

　海底の上下動を高い分解能で捉える現実的な方
法は，現状では，海底圧力観測である．海底にお
ける精密圧力観測の当初の目的であった海洋物理
観測や津波観測では，海底は動かないとして海水
の変動を測ることを目的としているが，この観測
では逆に，海水の変動を補正して海底の上下変動
を検出することを目指す．圧力センサーの分解能
からはミリ単位の上下変動も検出できるが，海洋
変動の補正の精度は今のところ数センチ程度であ
る．ただし，地震断層による歪集中帯の波長は海
洋変動の波長より有意に短いことを利用すれば，
アレイ観測により 1 cm 程度の海底の相対的な上
下変動を検出できる．観測に用いられている水晶
圧力センサーは高精度かつ小型・低消費電力であ
り，自己浮上式の小型観測システムにより，水深
6,000 m までの海底で 1～2 年程度の長期観測が可
能になっている．地殻変動観測という視点では，
年間に 3 回程度の観測結果しか得られない海底精
密測位観測に対して，長期連続観測ができるとい
う利点がある．海底ケーブルシステムが利用でき
れば，リアルタイムの観測も容易である．ただし，
後述のように，数カ月以上の長周期の変動を観測
することは今後の課題となっている．海底精密測
位観測により 10 cm のオーダーで海底の上下動
を検出できるようになったが，今のところ，長期
の圧力観測を補完する役割である．
　東北沖地震では，小型の観測システムで長期連
続観測ができるという利点をいかしたアレイ観測
が重要な成果をあげた．東北大学は宮城県沖地震
に備えて，数点で自己浮上式海底圧力計を設置
し，適宜入れ替えることで，長期観測を継続して
いたが，2008 年に新たに 10 台の装置を追加して
観測を継続した（Hino et al., 2009）．その観測に
より，東北沖地震の発生前後における震源近傍の
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相対的な海底上下変動が連続的に捉えられた（図
3）．地震時変動の空間分布から本震のすべり分布
に関する重要な制約が与えられた（Ito et al., 
2011 ; Iinuma et al., 2012）だけでなく，本震二日
前の最大前震とその後の変動から本震発生に至る
過程が示された（Ohta et al., 2012 ; 日野，2013）．
さらには，2008 年と本震の約 1 カ月前に間歇的
なゆっくり滑りがあったことを示した（Ito et al., 
2013）．
　日本海溝域に整備されたケーブル式の海底地
震・津波観測網 S-net による圧力観測データは，
津波だけでなく海底上下変動の検出等にも活用で
きる可能性が高い．詳しくは，本号の植平の報告
を参照されたい．
　プレート境界付近における長期的な海底地殻変
動の観測は，海陸プレート間の相互作用の理解に
不可欠である．しかし長期の海底圧力観測には，

圧力センサーの長期ドリフトという問題があり，
この問題への対処が今後の第一の課題であろう．
長期ドリフトレートはセンサーにより異なり，時
間とともに漸減する傾向があるが，1 年程度の期
間ではほぼ一定であり，多くは水圧換算で年間に
10 cm～数 10 cm である．この課題に対する 1 つ
の対策は，海底の長期観測サイトの近傍におけ
る，海中ロボット等を用いた精密な圧力繰り返し
観測である．USGS のグループは，水深換算で
1 cm 程度の精度で圧力センサーの長期ドリフト
の補正に成功している（Chadwick et al., 2006）．
海中ロボット等の利用はきわめて限られるので，
センサーのドリフトレートを室内観測で推定しよ
うという方策も検討されている．東北大学は，同
一の圧力センサーによる海底の長期繰り返し観測
では，長期的な圧力変動のパターンに再現性がし
ばしば認められることに注目した．同種のセン

図 3　 海底圧力観測で得られた，2011 年東北地方太平洋沖地震の震源付近での海底上下変動の時系列．時
刻は世界時である．左上のパネルに，本震発生直前の期間を拡大した時系列を示す（日野，私信）
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サーを室内で長期間にわたって高圧下においたと
ころ，海底観測データとの類似性が認められた．
そこで，海底と実験室内環境とで同一のセンサー
の加圧後挙動が再現するかを調べるために，産総
研の協力を得て，実際の海底観測に用いたセン
サーによる室内の長期加圧実験を継続中である

（日野ら，2017）．

4．　海底間音響測距

　上述の海底精密測位観測は，GNSS 測位のため
の海上プラットフォームを必要とするので，連続
観測は難しい．そこで，断層近傍など歪速度が大
きいと考えられる場所で，海底間の水平音響測距

（図 4）を継続して歪をモニターする試みが進ん
でいる．海底だけの単純な観測であり，観測場所
と陸との距離にも制約はない．また深海底では年
間の温度変化が 100 分の 1℃程度と安定している
ので，音響測距の要である音速補正が容易である
という利点もある．ただし深海では，音速勾配の
ため水平に送信された音波は上向きに曲がるの
で，音響送受波器を海底から 3 m 程度立ち上げた
としても，基線長の長さは平坦な場所では 1～
2 km が限度である．それ以上の基線の場合，谷
地形を利用して音響パスを通すことになる．音速
擾乱の影響が基線長に比例することと音波の減衰
を考慮すると，実用的には 10 km 程度の基線長
が限界であると考えられる．観測装置は海底精密
測位観測に用いられている音響測距装置と基本的
に同じであり，船上装置の役割をする主局が音波
を送信し，海底局の役割をする複数の従局が音波
を返信する．

　このような観測で比較的早期に重要な成果をあ
げたのは海上保安庁である．1997 年から 1998 年
にかけて，南米沖の東太平洋海膨を挟む数 100 m
の音響測距を約 14 カ月継続し，プレート運動で
は最も高速で拡大しているとされている中央海嶺
の拡大軸付近が実際には年間数ミリ縮んでいると
いう，当時としては驚くべき観測結果を得た

（Nagaya et al., 1999）．
　最近では，東北大学と JAMSTEC のグループ
がトルコの北アナトリア断層で重要な成果をあげ
ている．この断層帯で次に大きな地震の発生が危
惧されているイスタンブールの近傍では断層が海
面下にあるということで，国際協力機構（JICA）
の補助金を受けて，断層の固着度を推定する観測
を継続している．観測海域では，水深は浅いにも
かかわらず海底付近の温度がきわめて安定してお
り，ミリメートルオーダーの測距ができている．
第 1 期の観測が完了し，北アナトリア断層のク
リープが年間約 10 mm であり，平均的なプレー
ト運動の半分程度であることが実測された（Kido 
et al., 2017）．
　東北大学は日本海溝を跨ぐ約 10 km の基線で
も海底間音響測距を継続している．年間の変動
レートを 2～3 cm の精度で測れるようになり，宮
城沖の海溝軸に短縮がみられないことを実測した

（Yamamoto et al., 2017）．これは海溝軸の両側に
おける海底精密測位観測の結果（Tomita et al., 
2017）と整合的である．現在，福島沖の海溝軸で
も同様な観測を継続している．このエリアの海底
精密測位観測では余効すべりがあるという結果が
得られており，海溝軸が収束している可能性があ
るので，観測結果が待たれる．

5．　海底孔内計測

　深海底の掘削孔内における地殻変動観測も進展
している．地震断層の直近で観測できることや，
泥に覆われた海底では難しい，歪や傾斜などを高
感度で観測できるという利点がある．南海トラフ
では，IODP 計画の南海掘削計画において，長期
孔内計測の位置づけがあったことから，計画の初

図 4　海底間音響測距の概念図（木戸，私信）
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期段階から孔内での観測データの蓄積がなされ
た．JAMSTEC はこれまで紀伊半島沖の 2 点に
おいて，歪計・傾斜計・地震計・間隙水圧・温度
観測が可能な総合的な長期孔内観測システムの設
置に成功し，地震・津波観測網 DONET に接続
することによって長期・連続・リアルタイムの観
測を行っている．連続的な観測開始は，最初の観
測点が 2013 年 1 月，2 点目が 2016 年 4 月であり，
まだ，それほど長期間の観測蓄積がなされている
わけではない．ただし，長期孔内観測システムの
稼働前に，孔内の間隙水圧と海底の水圧をとるオ
フラインの測器が稼働しており，こちらを含める
と，2010 年末から 6 年を超える期間の連続観測
データが 2 点で得られている（荒木，私信）．
　2016 年 4 月 1 日にこの 2 点の近傍で Mw 6.0 の
地震が発生した．孔内間隙水圧観測データからそ
の地震に伴う地殻変動の定量的な解析が行われ，
この地震のメカニズムを考える上で決定的な情報
であることが示された（Wallace et al., 2016）．ま
た，6 年間の孔内間隙水圧計測データから，この
2 点の近傍では浅部のゆっくり滑りが繰り返し発
生している様子がとらえられた（Araki et al., 
2017）．この付近の海底精密測位観測の結果では，
数年平均の固着率は比較的低いが，観測結果にば
らつきがみられる（Yokota et al., 2016）．このよ
うな観測結果は，浅部ゆっくり滑りによって説明
される可能性があり，孔内や海底での「連続的」
かつ「稠密」な地殻変動観測の重要性を示唆して
いると考えられる．このため，JAMSTEC のグ
ループでは，連続・リアルタイム・稠密地殻変動
観測技術の開発と展開に取り組んでおり，平成
29 年度末に IODP 航海で付加体先端部に 3 点目
の孔内観測点を設置，DONET に接続する計画で
準備を進めている（荒木，私信）．

6．　お わ り に

　地殻変動観測は成果をあげることが難しい分野
であり，少なくとも若手はかかわらないほうがい
いと言われていた時代もあったが，宇宙測地技術
が測地観測に革命的変革をもたらして，事態は一

変した．しかし電波の届かない海底における地殻
変動観測では，重要であるが当分は成果を出すこ
とは難しいだろうという状況が続いた．この難し
い状況が打破されつつあるのは，地震調査研究推
進本部を始めとする関係者の尽力で，宮城県沖地
震や南海トラフ地震に備えて，海底で継続的に地
震・地殻変動観測が継続されてきた成果と言えよ
う．宮城県沖地震への備えがあったので，世界で
初めて，超巨大地震をある程度迎え撃つ観測がで
きた．危惧されている南海トラフ地震では備えを
さらに高度化する必要がある．
　地震に対する研究については，地震予知研究が
特別扱いされているという批判も強い．しかし大
きな地震の繰り返し間隔は短くても数十年であ
る．地震や地殻変動という基盤観測は，継続なく
して成果を出すことはできず，新規性を重要視す
る一般の科学研究費で継続することは無理であ
る．なんらかの継続的なサポートが不可欠であ
る．海底精密測位観測における日米の研究の推移
をみると，このことがよくわかる．上述のように，
海底精密測位観測は米国のスクリップス海洋研究
所のグループが提案し，実海域の観測も主導し，
日本の 3 機関が参入した後も，しばらくは日米の
研究レベルの差は大きかった．しかし米国では科
学研究費に相当する NSF の研究費が主たる財源
であったので，申請のたびに研究目的や手法の斬
新さが求められ，継続を要する研究を続けること
は困難であった．米国のグループは画期的な手法
を確立し，研究を主導してきたのに，現在では海
底精密測位観測を研究の中心にしている研究者は
ほとんどいない．逆に，なんとか観測を継続して
きた日本では，研究グループも育ち，観測データ
の蓄積とともに観測や解析の手法も高度化し，重
要な成果が得られるようになってきている．沈み
込み帯の地震の研究は，海溝型巨大地震のリスク
を抱えている日本が先頭に立って，政策的に推進
していかなければならない学問分野の一つである
ことを示している．
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GNSSと GPSの違いについて

　せっかくGPS の知名度が上がってきたのに，
なぜ名前をGNSS に変えるのか，記者の方か
らお叱りを受けたことがある．国土地理院が測
量や地殻変動監視のために運用するGPS 連続
観測システム （GEONET） の， 最初のGをGNSS
に変えた 2012 年のことである．
言葉の意味
　GPSは，米国のGlobal Positioning Systemの
略だが，カーナビやスマホのアプリですっかり
有名になり，今ではGPS のままで通じる．か
えって「全地球測位システム」などと言うと，
それ何のことって聞かれそうだ．
　一方，GNSS は，Global Navigation Satellite 
System(s) の略で，老舗のGPS だけではなく，
ロシアのGLONASS，欧州の Galileo，中国の
BeiDou（北斗）といった各国の衛星測位シス
テムを総称する言葉である（表）．
　年内に 4機体制となるわが国の準天頂衛星シ
ステム（QZSS : Quasi Zenith Satellite System）
も，サービスエリアは地域的だがGPS と一緒
に使われることから，GNSS の仲間である．
なぜGNSS？
　GLONASS は前世紀から運用されていたが，
財政難もあって衛星数が揃わず，衛星測位は
GPS が主流であった．21 世紀になると，ロシ
アがGLONASS を復活させ，欧州や中国はそ
れぞれ独自のシステム開発を進め，日本は
GPS と同じ信号を使うシステムの開発を始め
た．並行して米国はGPS の近代化（改良）を
進めた．
　これらの新たなシステムの仕様や運用の調整
を促進するため，国連は 2005 年，GNSS の名
称を冠した International Committee on Global 

Navigation Satellite Systems（ICG）という会
議を設けた．同じ 2005 年には，学術目的のた
めGPS 衛星の精密な軌道情報等を作成してき
た International GPS Service（IGS）という事
業のGも GNSS に変更された．この時点で実
際に使えるシステムは限られていたが，GPS
から GNSS への流れは明確となった．
　2010 年にわが国はQZSS の初号機を打ち上
げ，2011 年には「4機体制の整備」を閣議決定
した．このようななか，GPSや QZSS 等を総称
する言葉としてGNSSは適切だったのである．
GNSSの利用
　同じGNSS といっても信号の仕様等がまっ
たく同じというわけではない（図）．対応した
受信機やチップ等が調達できてから，お目当て
のGNSS が使えるようになる．
　GEONETでは，東日本大震災後，アンテナ
や受信機の更新を前倒しし，2013 年には全国
でQZSS の初号機とGLONASS のデータ提供
を始めた．現在はQZSS の 2 号機に加え，大
半の観測点でGalileo のデータも提供している．
地殻変動監視に用いる解析（いわゆるF3解析）
では，過去との比較が重要なこともあり，まだ
GPS だけを用いている．一方，GEONETのデー
タは測量や建機・農機の自動運転等にも利用さ
れるが，特にリアルタイム測位では，衛星数の
多いほうが安定的に測位できるので，GPS に
加え，GLONASS や QZSS のデータが活用され
ている．
  （辻　宏道 : 国土地理院）　

図　基本的な測位用信号の周波数帯

表　各国の衛星測位システム（GNSS）

名称 国 衛星数※ 軌道半径
GPS 米 31 2.7 万 km
GLONASS 露 23 2.6 万 km
Galileo 欧 18 3.0 万 km
BeiDou 中 15 2.8/4.2 万 km
QZSS 日 ※2 4.2 万 km
NavIC 印 7 4.2 万 km
※ 衛星数は 2017 年 9 月末に運用中のもの．QZSS
は 2018 年から 4，2023 年に 7となる予定
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1．　は じ め に

　2015 年 1 月に，東京都江東区の清水建設技術
研究所内に，三次元大型振動台と三次元大振幅振
動台の 2基の振動台を有する研究施設「先端地震
防災研究棟」が完成した（写真 1）．本稿では，
そのうち三次元大振幅振動台（愛称E-Spider）
について紹介する．三次元大型振動台（愛称
E-Beetle，テーブル面 7 m×7 m，最大搭載重量
70 t）については他稿1）を参照していただきたい．
　清水建設では既存振動台の更新の検討が進めら
れていたが，その最中に 2011 年東北地方太平洋
沖地震が発生した．東北地方太平洋沖地震は想定
を上回る規模の地震であったため，これをきっか
けに想定を超える地震動で構造物はどう挙動する
のか，構造物の終局状態までの安全余裕度はどの
程度か，ということに関心が向けられるように
なった．一方で，震源から遠く離れた首都圏や大
阪などで，超高層建物の上層部が大きく揺れ，居
住者に恐怖感を与えるとともに，内装材やエレ
ベータなどの設備に被害をもたらした．国内外で
観測されたさまざまな地震動と長周期地震動によ
る超高層建物の大きな応答変位の両方を再現でき
る振動台の成立性を検討していたが，下記のよう
な理由で大型振動台と大振幅振動台の 2基に機能
を分けることとした．
・変位振幅±1 m を超えるアクチュエータでは，
弦振動の固有振動数が低くなり，大型の振動台で
は加振できる振動数帯域が狭くなること
・人が搭乗できる振動台としては，動作音が静か
でフライトシミュレータなどで実績のある電動式
が望ましいが，電動式では近年観測されている高
加速度の地震動を再現できないこと
　さらに大振幅振動台には人が搭乗するための

キャビンを設置することができ，振動台の揺れと
同時に，これと同期した臨場感のあるVR（仮想
現実）映像を体験できることが特長である．

2．　全 体 構 成

　図 1に大振幅振動台のシステムブロック図を示
す．加振制御システム用の PC 1 台を操作するこ
とで，複数のシステムを制御することができる．
　加振データベースには，加振波形，VRデータ
などが登録されており，加振時にはこれらをダウ
ンロードして使用する．この加振波形をもとに制
御コントローラを介して振動台の動きを制御す
る．同時にVRシステムではVRデータと加振波
形を用いてリアルタイムにVR映像を計算し，
キャビン内スクリーンに投影することができる．
　計測に関しては，後述する計測システムによっ
て行われるが，計測システムが準備状態になって
いれば，加振制御システムから送られる加振開始
信号を受けて自動的に計測を開始し，加振終了信
号を受けて（指定した遅延時間を加味して）自動
的に計測を終了するようになっている．

3．　振動台としての性能と特長

　写真 2に本振動台の外観を示す．試験体を搭載
するテーブルに相当するトッププラットフォーム
（テーブル部 : 4 m×4 m＋バルコニー部 : 4 m×
0.6 m）には，駆動脚となる 6本の電動アクチュ
エータ（ACサーボモータ・ボールねじ駆動）が
取り付けられ，さらに 3本の空圧シリンダでテー
ブル自重を支える機構となっている．6本の電動
アクチュエータが伸縮することで，3次元 6自由
度の動きを再現できる．このような駆動機構は，
パラレルリンク機構の 1つであるスチュワート型

三次元大振幅振動台と地震体験システムの開発

熊谷仁志
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モーションベースと言われている．スチュワート
型モーションベースは，アクチュエータのスト
ロークが長くなった場合でも，装置全体をコンパ
クトに構成できるという利点がある．一方，各ア
クチュエータ軸の干渉（クロスカップリング）が
大きくなって制御が難しくなるため2），静的加力
試験装置3）を除いては土木・建築分野で採用され
ていなかった．今回は，フライトシミュレータな
どに採用されているモーションベースを応用する
ことで，大振幅振動台を実現することができた．
　本振動台は，十分な可動領域を確保するため，
広さ 10.5 m×10.5 m，深さ 3.6 m のピット内に設
置されている．建物へ与える振動影響を考慮し，
厚さ 1.7 m とした B1 階の鉄筋コンクリートスラ
ブ上に固定されている．また，振動台が着座した
時にトッププラットフォームと 1階床のレベルが
同じになっており，振動台へわたるための通路と
して電動昇降式のブリッジを備えている．トップ
プラットフォームの前面にはバルコニーを配し，
ブリッジとの接続に利用するとともに，計測セン
サを接続するためのインターフェースボックスが
設置されている．
　表 1に振動台各方向の加振性能の一覧を示す．
振動台に搭載可能な重量は最大 3 t であり，この
ときの加振性能が，水平方向で最大変位±150 cm，
最大速度 200 cm/s，最大加速度 1,000 cm/s2，上
下方向で最大変位－70 cm～＋90 cm，最大速度
100 cm/s，最大加速度 900 cm/s2 である．また各
軸について 20°程度の回転加振能力があり，超高

図 1　大振幅振動台のシステムブロック図

写真 2　大振幅振動台外観

写真 1　先端地震防災研究棟
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層建物の曲げ変形による床の傾斜の再現も可能で
ある．地震動については，1995 年兵庫県南部地
震の神戸海洋気象台の観測記録を再現可能である．
　図 2は本振動台の加振限界性能曲線と 2011 年
東北地方太平洋沖地震で長周期地震動が観測され
た宮城県大崎平野の 2観測点について計算した速
度応答スペクトルおよび建設省告示 1461 号スペ
クトル（いずれも減衰 5%）の比較である．変位・
加速度も比較できるようにトリパタイトグラフで
示している．応答スペクトルは 1質点系の最大応
答値ではあるが，本振動台で超高層建物の応答に

ついても，おおむね再現可能であることが確認で
きる．

4．　地震体験システム

　地震の揺れが体感できる既往の振動台として
は，文献 4）に示す水平 2軸のロングストローク
振動台があり，揺れと同期した映像を見ながらの
地震体験が可能である．本振動台もこれを参考に
し，映像を見ながら地震体験できるシステムを開
発した．大振幅振動台を地震体験に利用する際に
は，トッププラットフォーム上に部屋を模した箱
構造物（以下，キャビンという）を設置する．キャ
ビン外観を写真 3に，キャビン内部のレイアウト
を図 3に示す．キャビンは，人が安全に地震体験
できるようにした部屋で，壁外寸法 4 m×4 m，
天井高さ 2.5 m の空間である．ドアがつけられて
おり，その前面にはバルコニーを配置している．
入出時には，バルコニー前面にブリッジが上昇し
て搭乗通路となる．
　室内には，中央部に 4座席（シートベルト付），
後方に 5立席（ともに手摺を設置）が用意されて
おり，人員 9名まで搭乗できる．搭乗者の前面に
は，120 インチの大型スクリーン（床置き短焦点
レンズ投影プロジェクターによる投影）があり，
VR映像，効果音，照明制御を利用した地震体験
空間を実現している（写真 4）．
　次にVR映像の計算方法について説明する．加
振データベースには，加振波形データのほかに
VRデータが登録されている．VRデータには，

表 1　加振性能一覧

方向 最大変位 最大速度 最大加速度

X ±150 cm 200 cm/s 1,000 cm/s2

Y ±150 cm 200 cm/s 1,000 cm/s2

Z －70 cm～＋90 cm 100 cm/s 900 cm/s2

θx ±19 deg 25 deg/s 175 deg/s2

θy －22 deg～＋16 deg 23 deg/s 175 deg/s2

θz ±30 deg 40 deg/s 300 deg/s2

注） トッププラットフォームが 80 cm 上昇した位置を原点とす
る座標（方向）については写真 2参照

図 2　限界性能曲線と速度応答スペクトルの比較
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室内の家具・什器などのモデルデータ，モデルを
構成する引き出し，扉などのパーツデータ，衝
突・転倒・摩擦などに対応した効果音がある．モ
デルデータには映像化のためのテクスチャー，外

形寸法（時刻歴解析では直方体に置換），質量，
摩擦係数，反発係数，効果音を設定できる．パー
ツデータには外形寸法，質量，重心位置，固定条
件（ヒンジ，スライドなど），摩擦係数，反発係数，
効果音を設定できる．VRシステムでは，モデル
あるいはパーツを単位として，0.01 秒刻みで接触
判定をしながら時刻歴応答解析を行う．屋外につ
いてもモデルや加振波形を用意しておけば，体験
者の視点を基準として計算した窓の外の映像（外
部建物の揺れなど）を室内の映像と重ね合せて表
示することが可能である．
　加振波形データとVRデータの組合せをプロ
ジェクトと呼んでおり，加振制御システムからプ
ロジェクトを選択して地震体験用加振を行う．プ
ロジェクトの組合せを随時変更するだけで，さま
ざまな地震体験を実施することができる．
　図 4は住宅を模擬した室内モデルと 1995 年兵
庫県南部地震の神戸海洋気象台観測記録を入力し
た地震応答解析結果（5階建建物の 5階床応答）
を組み合わせて計算したVR映像（加振終了時刻
のキャプチャー画像）である．左は在来構造の鉄
筋コンクリート造建物，右は免震構造建物の例で
ある．在来構造では，ピアノの滑動，戸棚の転倒，
書棚からの本の落下が認められるが，免震構造で
はほとんどみられない．このように免制震構造に
よる被害低減効果の比較体験は，本振動台の有効
な活用方法の 1つであると考えられる．

5．　安全監視システム

　大振幅振動台には安全監視制御のためのシステ
ムがあり，ブリッジの上昇下降位置の監視，キャ
ビン・バルコニー部の扉の開閉を監視するドア
ロックセンサ，振動台ピット内の人の出入りを監
視するエリアセンサ，キャビン内の火災検知セン
サなどが状態を監視制御している．加振時に気分
が悪くなるなどの非常事態が発生した場合には，
非常停止ボタンの操作によって操作室とキャビン
内の両方から，振動台を安全に停止させることが
できるようになっている．さらに，緊急地震速報
と連動して，震度 4以上の地震動が来ると予報が

写真 3　キャビン外観

図 3　キャビン内部レイアウト

写真 4　地震体験の様子
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出された場合には，振動台を安全に停止するシス
テムも備えている．
　上記の監視制御に加えて，振動台内外には監視
カメラが各所に備わっており，操作者がこれらを
確認しながら安全な加振を行っている．

6．　計測システム

　計測システムの構成を前掲の図 1に示した．振
動台トッププラットフォームのバルコニー部にイ
ンターフェースボックスを設けており，各種セン

サ（加速度計，変位計など最大 36 チャンネル），
HD（高精細）ビデオカメラを直接接続すること
ができる．小型で堅牢性に優れた高速データロ
ガーがインターフェースボックス内に設置され，
振動台上でデジタル変換まで行うことで，収録
データの高精度化，ケーブル配線の効率化を図っ
ている．複数のデータロガーに収録されたデータ
は高速 LANによってデータサーバに転送され，
同期信号を用いて 1つのデータに統合される．動
画データもセンサ計測データと同期されており，
時刻がそろっている．

図 4　 VR映像の計算結果例（1995 年兵庫県南部地震の神戸海洋気象台観測記録入力）．左：在来構造の
VR映像，右：免震構造のVR映像

図 5　計測統括 PCのモニタ画面
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　計測システムを制御してデータ収録管理を行う
のが計測統括システムである．図 5のように計測
統括用 PC 1 台で複数の計測 PCの制御を行って
おり，簡便に計測作業を実施することができる．
主な機能を以下に示す．
　1）　センサデータ収録
　各種センサから取得するデータを高速サンプリ
ング（最高 1,000 Hz）で収録，保存する．収録チャ
ンネルごとに使用/未使用の選択，センサ校正値
の入力，スケール変換，オフセット調整，ローパ
スフィルタなどの条件設定が可能である．
　2）　動画収録
　各種カメラを用いて動画を収録，保存する．対
応するデバイスは振動台上のHDカメラ，振動台
外の PTZ（視野制御）カメラ，高速カメラ，赤
外線カメラ（熱画像）であり，使用/未使用の選
択，画角の調整（PTZカメラ）が可能である．
　3）　データ管理・解析
　センサデータおよび動画データを，加振試験ご
とにフォルダを作成してデータサーバで管理する
ことができる．また，計測結果のグラフ印刷・リ
スト印刷，FFT解析・応答スペクトル解析など
のデータ即時処理が可能である．
　4）　モーションキャプチャー
　赤外線ストロボカメラを複数台設置し，試験体
に取り付けられた再帰性反射材を塗布した球状
マーカーの位置を解析することで，各マーカーの
三次元変位時刻歴を最高 120 Hz サンプリングで
計測することができる．計測データのスティック
ピクチャーへの変換や有限要素解析アニメーショ
ンとの比較動画の作成も可能である．

7．　お わ り に

　本稿では，当社が開発した三次元大振幅振動台
と地震体験システムについて紹介した．完成して
から約 2年半が経過したが，高層建物の揺れが人

の不安度や行動難度に与える影響に関する研究5），
免制震効果の比較体験，地震モニタリングセンサ
の有効性検証，研究機器の耐震性検証などで活用
してきた．
　今後も南海トラフ沿いの巨大地震による長周期
地震動対策に関する研究などに取り組んでいきた
いと考えている．
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験による揺れに対する人の感覚の定量化に関する研
究．日本建築学会大会学術講演梗概集，B-2，401︲
404.

　　　熊谷仁志
　　［くまがい　ひとし］
略歴　東京工業大学大学院社会開発工学
専攻修士課程修了，清水建設株式会社に
入社，東京工業大学より博士（工学）授
与，現職は同社技術研究所上席研究員
研究分野　振動実験・解析，鉄筋コンクリート
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1．　GEM の設立経緯

　地震による人的被害・経済的被害は近年増大し
ており，特に急速な人口増加と都市化に直面して
いる発展途上国においてはその傾向が著しい．世
界全体で発生する地震を対象としてそれらがもた
らすハザード・リスクについて評価を行い，適切
な対策を施す必要性が高まっている．こうした認
識を背景として，2004 年の経済協力開発機構─
グローバルサイエンスフォーラム会議（OECD︲
GSF）において構想が提案され，2006 年に開催
された OECD︲GSF において兵庫行動枠組みの優
先事項に従い，世界の地震リスクを大幅に低減す
ることを目的として，Global Earthquake Model

（GEM）が設立された．2009 年 3 月には，NPO
法人として GEM Foundation が組織され，イタ
リアのパヴィア市にある欧州地震工学センター

（Eucentre）に事務局本部が設立された．GEM は，
学術機関，政府機関，民間機関からの支持のもと，
公共・民間など各種のパートナーシップを持ち活
動を推進している．GEM のメンバーは現在，16
の国，20 以上の国際団体・民間企業から構成さ
れている．日本からは，国立研究開発法人防災科
学技術研究所（以下 , 防災科研），損害保険料率
算出機構，応用地質株式会社の 3 機関が参加して
いる．

2．　GEM の活動の概要

　GEM は，全世界を対象として地震によるハ
ザードおよびリスクを評価するための透明性の高
い評価システムの開発とそれらに必要な地震に関
するデータベースの構築を実施している．GEM
は，こうした活動の成果をオープンなプラット

フォームで共有し活用することにより，世界の地
震リスク軽減と地震災害に対する回復力強化を目
指した活動を実施している．このため，地震ハ
ザード・リスク評価のための各種手法，システム
の開発，データの収集，世界各地域における共同
プロジェクトの展開，実務への技術移転などを実
施している．
　GEM の活動は，5 カ年の中期計画に基づいて
進められており，第 1 期は 2009～2013 年に実施
され，現在は 2014～2018 年までの第 2 期 5 カ年
計画に取り組んでいる．
　第 1 期 5 カ年計画においては，全世界を対象と
した地震カタログや活断層情報の整備が行われ，
リスク評価に必要な人口や建物などの各種データ
ベースの構築が進められた．これらをもとに，世
界の地震ハザード・リスク評価を行うためのオー
プンソース・ソフトウェア群が開発され，Open-
Quake と名付けられリリースされた．
　第 2 期 5 カ年計画においては，第 1 期で構築さ
れた各種データベースの充実や各種手法の改良を
続けるとともに，地震リスク軽減と回復力強化を
目指したプロジェクトを世界各地で展開している．

3．　GEM への防災科研の参画

　2011 年の東北地方太平洋沖地震により引き起
こされた東日本大震災では，地震ハザード・リス
ク評価に関して多くの教訓が得られ，それらを国
際的にも共有することが重要であるとの認識が高
まった．
　防災科研では，全国地震動予測地図の作成手法
の研究など，日本における確率論的なアプローチ
による地震ハザード評価手法の開発や情報提供等
を地震調査研究推進本部などに対し行ってきてお
り（藤原ら，2009），GEM からはそれらハザー

GEMの活動概要と日本の貢献

藤原広行・郝　憲生
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ド評価技術が高く評価され，運営委員会メンバー
としての参加が要請された．GEM が進める国際
的な地震ハザード・リスク評価手法の開発とその
標準化に直接寄与し，国際化を図ることは，わが
国でこれまで取り組んできた地震ハザード評価手
法を国際的に展開するよい機会となり，国際的な
貢献が期待できることから，防災科研は，GEM
の活動へ参画することとなった．こうして，2012
年 9 月に防災科研は日本の公的機関の代表とし
て，GEM 運営委員会メンバーに正式に加入し（写
真 1），現在第 2 期に至っている．
　GEM の運営は，科学委員会（Scientific Board 

（SB））が GEM の方向性，目標，資金運用の案
を運営理事会（Governing Board （GB））に提出
し，GB における投票で意思決定がなされる仕組
みとなっている．年に 2 回，GB と SB が，イタ
リアのパヴィアで開催されており，藤原が GB の
委員，郝が SB の副議長として参加している．

4．　GEM の地震ハザードモデル

　第 2 期計画において GEM では，2 種類のアプ
ローチによりハザードのモデリングに取り組んで
いる．
　1 つは，グローバル・モザイク地震ハザードモ
デルによるアプローチである．このアプローチに

おいては，地域や国別に開発され公表されたハ
ザードモデル，研究論文等により公表された情報
から作成されたハザードモデル，GEM に参画し
ているパートナー組織によって作成されたハザー
ドモデルを地域ごとに貼り合わせて，全世界をカ
バーするハザードモデルの作成が行われている．
地域ごとにデータの多寡や手法の格差があること
を認め，現在利用可能なデータ・手法により，統
一基準による質的な等価性を求めるよりは，質的
には等価でなくても世界全体をカバーするモデル
を早期に構築することを優先する方針でハザード
モデルの構築が進められている．
　防災科研では，地震調査研究推進本部により作
成されている日本の全国地震動予測地図作成にお
いて用いられたハザードモデルを，GEM のシス
テムに移植するための技術的な協力を実施してき
た．現在作成が進んでいるグローバル・モザイク
モデルにおける日本地域のハザードモデルは，全
国地震動予測地図とほぼ等価なモデルとなってい
る．
　GEM の第 2 期中期計画の目標として，2018 年
末に世界各地の地震ハザードモデルを寄せ集め，
グローバル・モザイク地震ハザードモデルとして
公開することが予定されている．
　2 つめのアプローチは，リージョナル・プログ
ラムと呼ばれるもので，GEM との協力の下，個
別のプロジェクトスポンサーが，それぞれの地域
ごとにハザードモデリングのプロジェクトを立ち
上げ，GEM が提供する手法・システムなどを
使ってハザードモデル構築を進めている．リー
ジョナル・プログラムの形態としては，ハザード
マップ作成が遅れておりデータなども不足してい
る地域に対して，GEM が技術的に支援する形を
とっているものもあれば，日本，台湾，ニュー
ジーランドなどが中心となって行っているよう
な，地域性を考慮したより進んだハザードモデル
構築に向けた技術的検討を深めるための活動など
多様なものが含まれている．
　これら 2 つのアプローチによるプロジェクトか
ら得られた情報は，GEM が開発を進めている
OpenQuake を通して，共有・利活用が進められ

写真 1　 2012 年 9 月リスボン 15WCEE にて防災科研と
GEM の契約を交わした．左から GEM 事務局
長（当時）Pingho 氏，GB 議長（当時）Smolka 
氏，GB 委員藤原，SB 副議長郝である
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る予定である．

5．　GEM の OpenQuake

　OpenQuake は，GEM により開発が進められ
ている全世界を対象とした地震ハザード・リスク
モデル作成のためのオープンソース・ソフトウエ
ア群全体の総称である．OpenQuake は，3 つの
要 素「Platform」，「Engine」，「Modelling Tools」
から構成されている（図 1）．
　「Platform」は，GEM が作成したモデルや計算
結果，各プロジェクトで収集された各種データや
開発されたツール群などを共有するための WEB
をベースとしたプラットフォームである．
　「Engine」は，全世界を対象とした確率論的地
震ハザード・リスク解析をシステムとして実現す
るために GEM によって開発が進められてきた解
析ソフトウェア群である．たとえば，地震動の計
算には，GEM により進められた地震動予測式

（GMPE）を整理するためのプロジェクトの成果
が盛り込まれた GMPE ツール群が使用可能と

なっている．
　「Modelling Tools」は，地震カタログや地震動
データ，人口・建物データ，リスク計算用の被害
率モデルなどを整備するためのツール群から構成
されている．
　OpenQuake は，地震ハザード解析，地震リス
ク解析，社会経済的インパクト解析の 3 種類の分
析ができるモジュール群で構成されている．
　ハザード解析モジュールにより，地震発生の確
率と各地点での揺れやすさを考慮することによ
り，任意の場所での地震動の超過確率を計算する
ことができる．
　リスク解析モジュールでは，揺れの強さを建物
の脆弱性の関係をモデル化することにより，地震
に起因する直接的被害（建物被害，死傷者数，修
理費用など）を計算できる．
　社会経済的インパクト解析モジュールでは，経
済と社会に対する地震の影響，特に間接的損失の
インパクトを推定できる．たとえば，企業の収益，
予算，財産への影響の評価や，コストと便益分析
を可能とし，建物強化，保険や代替リスク移転を

図 1　OpenQuake を中心としたプラットフォームとモデリングにおける計算・共有・開発の概念図
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促進するためのツールとして使用できることが目
標となっている．
　なお，これら GEM が提供する情報は，基本的
にオープンなライセンスとして提供されている．
詳細については，GEM の WEB サイトを参照さ
れたい（https://www.globalquakemodel.org/）．

6．　東アジア地域におけるリージョナル・ 
プログラムの展開

　東アジア地域は，世界的にも地震災害が多い地
域である．近年東アジア地域で発生した地震（た
とえば 1976 年 中国唐山地震，1995 年 兵庫県南
部地震，1999 年 台湾集集地震，2008 年 中国四
川地震，2010 年 中国玉樹地震，2011 年 東北地
方太平洋沖地震）だけでも 30 万人以上の犠牲者
がでており（Hao and Fujiwara, 2013），今後も
大きな地震災害に見舞われる可能性が高い地域と
なっている．
　防災科研では，東アジア地域を主たる対象地域
として，地震ハザード・リスク評価に関する研究
交流を GEM のリージョナル・プログラムと連携
して進めてきた．以下では，それら活動内容につ
いて紹介する．
6．1　日中韓における研究交流
　約 9 万人が犠牲となった 2008 年中国四川大地
震が発生した直後に，防災科研では現地調査を実
施した．それに加えて，陸域観測技術衛星「だい
ち」のデータを用いて，長さ 300 km に及ぶ長大
断層の形状と断層面上のすべり分布などの地殻変
動を逆解析により推定し，大震災を引き起こした
断層の全貌を明らかにした（Hao et al., 2009）．
この四川大地震への取り組みがきっかけとなり，
日本と中国での地震ハザードマップ作成に関する
研究交流が開始された．中国においては，中国全
土の地震ハザードマップ「中国地震動峰値加速度

（PGA）区划図（以下，区划図）」に関して，工
程力学研究所，地球物理研究所等が作成に携わっ
てきた．これら研究所は中国国家地震局の下の研
究所であり，他の地震研究に関する研究所と各省
における約 30 の地震局の協力を得て「区划図」

を作成している．
　さらに，同時期に，韓国においても新たな地震
ハザードマップの作成が進められており，韓国と
の研究交流も開始された．韓国において，韓国全
土を対象とした地震ハザードマップ作成を担って
いる機関は韓国地質資源研究院（KIGAM）であ
る．
　日本では，地震調査研究推進本部の下で，防災
科研により全国地震動予測地図の作成が行われて
きたことから，日本，中国，韓国でそれぞれの国
の確率論的なアプローチによるハザードマップ作
成を担ってきた機関が中心となり，研究交流を進
め，ハザードマップ作成に関する情報交換を行う
ことが企画された．こうして，日中韓の戦略的国
際科学技術協力推進事業（研究交流型）として，

「次世代地震ハザードマップ作成のためのハザー
ド評価手法の高度化に関する研究」が 2010～
2013 年にわたって実施された．
　これらの日中韓の地震ハザード評価の研究交流
は，2011 年 ハルビン，2012 年 済州島，2013 年 
仙台の研究会合などを通じて行われ，日中韓の 3
カ国での地震ハザードモデル作成の経験と知識の
共有が進められると同時に，共通の課題を洗い出
し，協力して研究を進めることにより各国のハ
ザードマップの高度化に資するものとなった．特
に，研究交流の期間中に日本で発生した東北地方
太平洋沖地震の教訓は，地震ハザードマップ作成
手法を改良する上で貴重な経験となった．2013
年 仙台で実施した国際地震ハザード交流会合で
は，日中韓の 3 カ国からの出席者に加え，GEM
との連携の下，台湾やベトナムなどの東アジア地
域からの参加者も加わり，東日本大震災の教訓を
踏まえた地震ハザードマップ作成に関する議論が
行われた（写真 2）．
　日本においては地震調査研究推進本部により作
成されている全国地震動予測地図は，現状では，
国民の防災意識の向上を目指した啓発活動などに
使用されているが，中国においては，地震ハザー
ドマップは国の耐震基準作成に直接使用されるな
ど，影響力の大きなものとなっている．中国では，
2013 年に「区划図」の案が作成され，国内での
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調整の末 2016 年に公表されている．
　一方，韓国では 1997 年に最初の地震ハザード
マップの作成が，建築交通省の支援を受けて地震
工学会により行われた．その後，国家災害管理局
の要請により KIGAM が中心となって，中国や
日本の地震に関する資料等も参考にしながら，新
たな地震ハザードマップの作成が進められ，2012
年に公表されている．
　この 3 年間にわたる日中韓の 3 カ国による戦略
的国際科学技術協力推進事業と GEM による東ア
ジア地域でのリージョナル・プログラムとの連携
を進めることにより，東アジア地域における地震
ハザードマップ作成技術の情報共有の第一歩が拓
かれた．
6．2　 台湾 TEM，ニュージーランド GNS との研

究交流
　1999 年の台湾集集大地震による震災などの教
訓を踏まえ，台湾においても地震ハザードマップ
作成の重要性が研究者・専門家の間で再認識さ
れ，地震ハザード評価の専門的な研究を進め，台
湾全土を対象とした地震ハザードマップを作成す
ることを目的として，2012 年に台湾中央大学を
はじめ，台湾大学，成功大学，中正大学，中央研
究院など各国立大学と関連する研究機関を連携す
る Taiwan Earthquake Model（TEM）が設立さ
れた．TEM は，GEM に加盟し，東アジア地域
でのリージョナル・プログラムの推進を日本とも
協力して進めることとなり，防災科研と TEM と
の研究交流が始まった．
　2015 年につくばにおいて開催された防災科研
と TEM のワーキング会議では，活断層，地盤モ
デル，シナリオ地震シミュレーション，地震動予
測式，確率論的地震ハザード解析の五つにグルー
プを分け，グループごとに日本，台湾が抱える課

題を共有し，それら課題の解決に向けた議論を
行った．
　ニュージーランドも日本，台湾と同様に地震が
多発する国であり，地震研究が進んでいる．
ニュージーランドにおいては，GNS がニュージー
ランド全土を対象とした地震ハザードマップを作
成 し て い る．GNS も GEM に 加 盟 し て お り，
GEM のリージョナル・プログラムと連携するこ
とにより，防災科研と GNS の研究交流が開始さ
れた．当初は，日本︲台湾，日本︲ニュージーラン
ドそれぞれの共同研究の形で研究交流が開始され
たが，これら 3 カ国は太平洋プレート境界におい
て類似した地震環境を持つ島国であり，地震ハ
ザード研究において共通する課題も多く，3 カ国
が協力して研究を進めることによるメリットが大
きいことから 3 カ国での共同研究を実施すること
となった．こうして 2014 年から日本・台湾・
ニュージーランドの共同研究が始まり，2014 年
に台北，2015 年にウェリントン，2016 年には別
府において研究交流会を開催した．そのうち別府
の研究交流会では，台湾，ニュージーランドをは
じめ，あわせて 64 名が参加した（写真 3）．この
会合では，熊本地震についての研究発表がなさ
れ，活断層で発生する地震に対する地震ハザード
マップの今後の課題についての議論が行われた．
6．3　地震ハザードモデル高度化に向けた課題
　確率論的な地震ハザード評価の高度化に向けた
取り組みにおいては，各国で共通する課題を含め
多くの課題が残っている．日本，ニュージーラン
ド，台湾の 3 カ国間での研究交流においては，そ
れらの課題解決に向けてそれぞれの国がとってき
た手法の比較を行い，研究交流会において特定の

写真 2　仙台市にて開催した 2013 年国際研究交流会

写真 3　 大分県別府市にて開催した 2016 年国際研究交
流会
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トピックを選定し，それに関する集中的な議論を
行ってきた．2015 年ウェリントンにおいて開催
された研究交流会のブレイクアウトセクションで
は，確率論的な地震ハザード評価において今後解
決すべき課題の研究優先度について議論を行い，
短期的（1～5 年），中期的（5～10 年），長期的（10
年以上）な課題に分けて，それぞれについて優先
順位付けされた課題リストを作成し，具体的な研
究協力について議論を行った．こうした研究交流
による議論の結果として，日本・台湾・ニュー
ジーランドの地震ハザードモデルを改善するため
に 必 要 な 5 つ の 主 要 な テ ー マ が 掲 げ ら れ た

（Gerstenberger and Fry, 2016）．
　1）沈み込み帯での地震ハザードに関しては，
まだ理解が不十分で大きな不確定性が残されてお
り，研究を強力に進める必要がある．
　2）地震活動のモデル化，地震動の予測の双方
における認識論的な不確定性の定量化が重要であ
る．

　3）確率論的地震ハザード評価における地震動
シミュレーションの重要性が高まっており，それ
らの活用を推進する必要がある．
　4）地震のクラスタリングとトリガリングに関
する理解を進めることが重要である．
　5）地震ハザード評価手法の検証を進めること
が重要である．
　地震ハザード評価手法の検証に向けての第 1 歩
として，日本，ニュージーランド，台湾で進めら
れている確率論的地震ハザード評価手法の比較を
行うため，3 カ国のモデルを GEM の統一基準に
基づいて OpenQuake に実装し，それぞれのモデ
ル が 持 つ 特 徴 を 比 較 検 証 し た（Pagani et al., 
2016）．3 カ国の確率論的地震ハザードマップの
比較を図 2 に示す．こうした比較検討は，GEM
が進めている地震ハザード評価の共通情報基盤で
ある OpenQuake を用いることにより今後さらに
進むことが期待される．

図 2　 日本・ニュージーランド・台湾における 50 年間に 10% の超過確率に対応する地震動．黒★は 2016
年最近発生した被害地震（Pagani et al., 2016 より加筆）
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7．　グローバル・モザイク地震ハザードモデル

　全世界をカバーする地震ハザードモデル構築の
目標に向けて，GEM に参画しているそれぞれの
メンバーが中心となって，関連する国と地域で連
携しながら，地域ごとの地震ハザードモデルを作
成し，それらを組み合わせる作業を進めている．
これらのモデルは地域ごとに格差があり，統一的
な基準に基づいて作成されたものとはなっていな
いために，グローバル・モザイクモデルと呼ばれ
ている．このモデルは，各地のリージョナル・プ
ログラムでの成果なども取り入れながら発展を続
けており，それらのデータは OpenQuake に集約
されて実装され，情報の共有・利活用が行われる
仕組みとなっている（図 3）．
　グローバル・モザイクモデルにおいては，日本
の地震ハザードモデルとして，地震調査研究推進
本部が公表している全国地震動予測地図の作成で
用いられている確率論的地震ハザードモデルが実
装されている．
　東アジア地域において各国の作成した地震ハ

ザードマップについても，各国ごとに GEM のグ
ローバル・モザイクモデルへの取り込みについて
の調整が進められている．
　東南アジア地域においては，シンガポール EOS
とタイの AIT を中心とした共同研究の中で，
Open Quake のハザード解析モジュールを用いる
ことにより，ハザードマップの作成のためのデー
タ整備が進められている．
　GEM は，2018 年に公開予定とされているグ
ローバル・モザイク地震ハザードモデルの構築を
目指して，世界各地の地震ハザードモデルに関す
るデータを集約するとともに，モデルの継続的な
改善に努めている．また，ハザード評価に関する
情報の普及のため，技術的なトレーニングやワー
クショップを開催し，それらを通じて，世界の地
震リスク削減に貢献するための活動を展開してい
る．

8．　今後に向けて

　防災科研では，地震調査研究推進本部が作成す
る「全国地震動予測地図」の作成手法の研究を行

図 3　GEM が構築中のグローバル・モザイク地震ハザードモデル
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い，手法の高度化や関連するデータの整備・公開
を実施してきた．これらの経験を国際的に発信
し，国際的な地震災害軽減に貢献するため，2012
年より GEM に参画し，特に，東アジア地域を中
心に活動を行ってきた．今後も，近隣諸国との連
携を図りながら，災害の軽減を目的として地震ハ
ザード・リスク評価手法の高度化を目指し，アジ
ア地域の特性を踏まえた評価モデルの構築を継続
する予定である．日本において培われた地震ハ
ザード・リスク評価に関する研究成果が，国際的
な組織である GEM を通じて世界に向け発信され
ることを期待したい．
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美　濃　焼 : 
濃尾震災にめげず日本一の産地へ

生産量日本一の陶磁器産地 : 岐阜県東濃地方
　東濃地震科学研究所は「美濃焼」と呼ばれる
焼き物の産地，岐阜県東濃地方にある．窯の燃
料が石炭からガスに代わり，象徴だった長い煙
突も今や消え失せたが，生産される陶食器は全
国生産の 60%を占め，日本一の産地である．
でも，その裏に，濃尾震災にめげず陶器産業を
支えた人びとの苦労が秘められている．
濃尾地震震災で 5 基を残し 188 基の窯が全潰
　1891 年濃尾地震は根尾谷断層系が活動し，
内陸地震で近代最大の震災となる．東濃地方
（現在の瑞浪市，土岐市，多治見市）はその断
層系の南東部延長上に位置し，8千戸のうち
1%ほど 80 戸の全潰，2人の死亡という被害
だった．震度は概して 6弱，被害は根尾や岐阜，
大垣，さらには濃尾平野の町村と比較すれば小
さかった．
　当時，岐阜県に 1市 962 町村と数多くの町村
が存在し，震災から 1週間ほどで県は各市町村
の人や家屋の被害を整理し「明治廿四年岐阜県
震災誌」として残す．これにより，現在でいう
町内という規模で被害状況が明らかになってい
る．加えて，土岐郡では「土岐郡震災概況」と
して村ごとに窯業の被害も詳細に残る（表 1）．
現瑞浪市陶地区も陶磁器産地だが，恵那郡だっ
たゆえ資料がみつからない．
　濃尾震災で，土岐郡は窯 193 基のうち，わず
か 5基を残し 188 基が全潰という壊滅的な被害
になった．当時の窯は登り窯，練り土とレンガ
を積み上げた 1間（2 m弱）ほどの室が山地斜
面にいくつも並んでいた．耐震などまったく考
えない構造ゆえ，簡単に登り窯は崩れ落ちた．
　窯関係の損害は「震災概況」によると 16 万
円，製品破損で 12 万円，窯全潰で 4万円だっ
た．被害額は多治見村で窯業関係だけで 4万円
に達し（図 1），地域全体の総損害額の土岐郡
全体で 80.2%，窯が多い笠原村で 90%を超え
た．現在も生産額が最も多い土岐市は窯数も損
害額ももっとも大きい．瑞浪市は窯 5基で被害
も少ない．
製品損失が窯損失の 3 倍
　表 1から被害状況が推し量れる．損害は製品
損失が大きく，窯損失の 3倍ほどに及ぶ．登り
窯は資材がレンガと練り土だけと設備投資が安

いゆえだろう．その代わり，現在のように温度
が厳格に制御できず，焼成はまさに職人技だっ
た．また窯が多くあった村ほど窯での損失より
製品損失が 3倍以上と大きくなる．窯の多い村
ほど高価な製品を生産していたと考える．
　当時，窯元といえどすべてが窯を持っていた
わけでない．1895 年の土岐郡に窯元は 600 戸
あったが，表 1に示すように，窯は 200 基に満
たない．数軒の窯元が共同で窯を運用し，窯を
もたない窯元が存在した．窯元はけっして裕福
でなかった．
　もう 1つは，窯元が小規模で家庭内工業の範
疇だった．600 余の窯元に 1,400 人の職工が働
き，1895 年に窯元は 800 戸に増え，職工も 3,600
人に増えたが，1窯元で働く職工は平均 5人に
満たなかった．
震災から翌年　美濃焼は県工業生産額 1 位に切迫
　震災後，窯業はこの大きな危機を乗り越え，
岐阜県の主要産業に躍り出た．震災前後の岐阜
県下の工業生産額の推移を図 2に示す．当時，
岐阜県の工業を支えたのが生糸産業，県全体の
生産額の 1886 年には半分以上，それ以後も
1892 年で 37.4% を占めていた．
　一方，美濃焼の生産額は 1886 年に 20 万円に
満たず，県全体の 10%以下だったが，1889 年
に 55 万円，全体の 15.2%，濃尾震災の翌 1892
年に 120 万円を超え，35.0% を占め，生糸産業
に次ぐ，重要な地場産業に成長した．
　それでも，窯元は職工が平均 5人と小さく，
とても陶器生産をリードする力はなかった．窯
元は仲買である陶器商から注文が入ると，陶器

図 1　 現在の東濃三市における濃尾地震による被害
総額（18 万 6 千円）を陶器製品，窯，その
他毎に示す
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商に借金して陶土を仕入れ生産し，製品を迅速
に陶器商に収め，借金を返した残金が収入だっ
た．まさに資金のない「仕送り窯」だった．震
災で借金は一気に増え，多治見村では窯元の 3
割が廃業した．

　窯は崩壊したが，返済するために，レンガな
どを再利用し，窯元は即座に窯を再建し，陶器
生産を必死に再開させた．正真正銘の「寝こな
し窯」だった．
　この地域の賃金は今でも安い．当時も職工の
日当が上 30 銭，下 14 銭．東京の上 40 銭，中
30 銭，下 20 銭の 7割にすぎなかった．となれ
ば，家族ぐるみで「寝こなし」と長時間働き，
少しでも多くの陶器を焼き，返済を早めるしか
方法がなかった．
　震災という大きな打撃を受けながらも，美濃
焼が日本一の陶食器生産地になった．1900 年
に多治見～名古屋間の中央線が開通し流通体制
が確立されたことも追い風になった．でも，そ
の裏に，「仕送り窯」と「寝こなし窯」という
人びとの涙と汗がある．同じような待遇だった
瀬戸に次のような子守歌が残る．

♪おまえが寝たら　ねこなしで　ロクロを挽い
て何つくろ♪　ねこなし　ねこなし　何つくろ　
ねこなし　ねこなし　何つくろ♪　目が醒めた
ら　見せてやろ　踊る赤い火　登り窯♪　ねこ
なし　ねこなし　窯を焚く　ねこなし　ねこな
し　窯を焚く♪　窯が焼けたら　買ってやろ　
菓子屋を丸ごと　買ってやろ♪（伝承歌「瀬戸
の子守唄」）

（木股文昭 : 東濃地震科学研究所）　

表 1　現在の東濃三市となる町村の濃尾地震震災被害状況

村名 死者 戸数 全潰戸数 全潰率 総窯数 全潰窯数 製品損害
（円）

窯損害
（円）

全損害
（円）

多治見1 ─ 1，854 23 1．2 49 49 34，222 10，400 52，819
笠原1 ─ 660 ─ ─ 26 25 15，140 7，000 24，482
鶴里2 ─ 381 ─ ─ 1 1 450 300 800
妻木2 ─ 551 5 1．0 24 24 19，042 4，750 27，276
曽木2 ─ 260 ─ ─ 2 2 462 200 740
土岐津2 ─ 445 61 13．7 19 19 15，580 3，800 23，745
下石2 ─ 425 5 1．2 26 26 17，533 5，025 27，313
泉2 ─ 501 ─ ─ 11 11 4，338 3，075 8，297
肥田2 ─ 365 1 0．3 5 5 1，635 1，025 3，320
駄知2 ─ 325 4 1．2 25 21 10，264 3，000 15，390
山野内3 1 91 ─ ─ 1 1 325 125 450
日吉3 ─ 732 1 0．2 ─ ─ ─ ─ ─
寺河戸3 ─ 100 3 0．3 1 1 58 100 204
稲津3 1 457 7 1．5 2 2 558 350 1，133
余戸*3 ─ 558 1 0．2 1 1 35 125 185
総計 ─ ─ ─ ─ 193 188 119，642 39，275 186，154
窯関連資料は土岐郡震災概況による．1 : 現多治見市，2 : 現土岐市（網掛け），3 : 現瑞浪市．* 余戸 : 現在の釜戸
と大湫．なお，窯のない村は省略．全損害には家屋などの損害なども含む

図 2　 岐阜県工業生産額の推移（1886, 1889, 1892
年）．単位は万円．陶器は 6年間で 6倍増，
1892 年に県下地場産業の 2位，120 万円の生
産額になる
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　■　書　　　　　　　　　評　■  ■　

遠田晋次 著
活断層地震はどこまで予測でき
るか
評者 加藤照之　
　著者の遠田晋次氏によれば本書は 2016 年 4 月に発生
した熊本地震を契機として執筆されたとのことである
が，全体としては日本の活断層で発生する内陸地震に関
する啓発書と言ってよい．基礎からたいへんわかりやす
く，かつ網羅的に書かれており，高校生から大学生，地
方自治体の防災行政に携わる方々，さらには中学・高校
の教師などが想定される読者だろう．著者は活断層が専
門の方と思うが，地震学にも造詣が深く，特に断層運動
に伴う応力変化から余震活動や地震の連鎖について研究
を進めている．氏の幅広い知見と現地調査の多くの経験
に裏打ちされた記述から，読者は日本の活断層と内陸地
震に関するさまざまな問題や予測，対処の方法などにつ
いて，多くのことを学ぶことができるだろう．
　本書は 8章から構成されている．これらのうち最初の
3章は地震の仕組みや活断層の基礎に関する記述であ
る．専門家やすでに地震のことをよく勉強されている読
者にはいささか退屈かもしれないので飛ばしてもよいか
もしれない．ただ，ここを読んでいると，このような啓
発書に欠かせない“重要なこと，専門的なことを，でき
るだけわかりやすく，簡潔に”という執筆姿勢が貫かれ
ており，たいへん感心する．地震や活断層のことに関す
る初学者には必須の諸情報が得られる．つづいて，4章，
5章は内陸地震の予測とハザード評価に焦点が当てられ
ている．これらは，今きわめてホットな話題であり，政
府の地震本部の予測や評価に関する事業でもさかんに議
論がされているところである．活断層で発生する地震の
予測の方法を丁寧に説明しているほか，そのむずかし
さ，あいまいさなどの課題も簡潔に説明されている．一
例として 2014 年 11 月に発生した長野県北部の地震が想
定よりも小さい地震だったのはなぜか，現地の詳細な調
査をもとに推理していく部分などはまるで推理小説の謎
解きのようなわくわく感を覚えた．またハザード評価で
は，米国の活断層法なども引き合いに出して，活断層の

情報をわれわれがどのように受け止めるべきか，などの
著者なりの考え方も示されていて活断層の近くに住む方
にとっては参考になるだろう．第 6章が本書のハイライ
トというべき 2016 年熊本地震について，それがどのよ
うな地震であったのか，詳しく記される．それまでの章
を読んできた読者は，私もそうであったように，たいへ
ん興味深く，“なるほどそうなのか”と感じながら，楽
しく読み進むことができるだろう．第 7章は地震の連鎖
に関する一章であり，ここは著者の得意とする分野であ
る．余震の発生や，隣接する地域で誘発される大きな地
震が，発生した地震による周囲の応力変化によるものと
する考え方は著者らが長年研究を進めてきた分野であ
る．本書では地震の連鎖がなぜ起こるのかについて簡潔
に述べられているが，地震の予測にはたいへん重要な概
念であるので，本書で興味を持った読者は姉妹図書「連
鎖する大地震」（岩波科学ライブラリー）を読むことを
お勧めする．
　本書を読み進めるうちに，地震のハザードに関する総
合的な紹介サイトである防災科学技術研究所の地震ハ
ザードステーション（J-SHIS）などを紹介してくれると
いいのになあ，と思っていたら，最終章の第 8章でちゃ
んとそれが紹介され，詳しくその使い方を説明されてい
るのにはたいへん感心した．一方，ちょっと残念に思う
のは，本書の性格上できるだけ安価にということだと思
うのだが，図がすべて白黒のためよく判読できない図が
いくつかあり，残念であった．また，著者の知見の広さ
を反映して数多くの学術的な概念が出てくるため，初学
者には内容の理解が追い付かなくなるのではないかとの
懸念もあるが，それらの点を割り引いても，活断層だけ
でなく日本の地震について学びたいと思っている多くの
人たちにこの書を読んでほしいと思う．

＜講談社，2016 年 12 月，新書版，262 ページ，1,036 円＞

［かとう　てるゆき　東京大学地震研究所教授］

● 内陸地震を基礎から学ぶ
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● 地震学を海洋で
　 実践するということ
末広　潔 著
海洋地震学
評者 西澤あずさ　
　地球表面の 71%は海洋で占められており，大部分の
地震は海底下で起こっている．特に日本は周辺を海で取
り囲まれ，多くの巨大地震は海域で発生し，しばしば甚
大な被害をもたらしている．このなかで，1950 年代の
後半から始まった日本の海洋地震学は国際的にみても
トップクラスである．1980 年代の海底地震計の開発が
大きく進展した時代に，著者は海域における観測やデー
タ解析に深く携わっており，日本国内ばかりでなく，世
界の海洋地震学の進展をずっとみてきた．地震学研究を
行ううえで基盤となる地震観測は，海洋域で行うという
ことから，観測船や専用の観測機器など，特別な設備や
技術を持つ数少ない研究機関でしかできないという制約
があり，多くの学生，研究者は身近に研究の実際を知る
機会は少ない．特に，このような方々がこの本を読めば，
海洋地震学の全体を一とおり理解することができるであ
ろう．
　本書は，5つの章と 3つの付録から構成されており，
各章の最後には筆者によるまとめが示されている．第 1
章では，「海洋地震学：地震学を海洋で実践すること」
のテーマに関わることを概観している．大地震や津波の
発生と社会との関わり，地震の性質と地球の構造やテク
トニクスとの関係についての大枠が述べられている．
　第 2章では，海洋地震学で扱う観測データ，すなわち
地震波について，特に海洋域での観測に焦点をあてて，
地震計が測定する波の持つ情報，波の励起および伝播に
ついて解説している．また，海域での観測という制約の
もと，限られた質と量のデータから結果を導くための留
意点にも触れている．
　第 3章においては，海底での観測に特化した地震計の
構成やその多様化，また，海底下構造を推定するための
人工震源を用いた探査手法，海底地震計の他にも海底
ケーブル観測網などを利用した自然地震活動の観測につ
いて述べている．
　第 4章では，主に人工震源を用いた地下構造調査で得
られた観測波形データの解析方法について，反射法探査
と屈折法探査に分割して詳細に説明している．なお，屈
折法地震探査データ解析の最近の主流であるトモグラ
フィによる解析についてはさらに説明が欲しかった．た
とえば，海底地震計の設置間隔の大小によるチェッカー

ボードテスト結果の違いを示すことによって，推定され
た構造モデルの解像度の理解が容易になるのではないか
と思う．
　最後に第 5章においては，これまでに海洋地震学に
よって理解が進められたプレートテクトニクスやマント
ル対流などに関連したいくつかの知見について，顕著な
研究成果の例をあげて紹介している．
　文末の付録では，海洋地震観測のほぼ 60 年にわたる
歴史が簡潔にまとめられている．また，P波と S波のベ
クトル表記や近似と誤差，知っておくと概算の目安に便
利な数値や単位，または震央距離と方位角の計算などが
記載されている．
　本書の 1つの特徴は，著者のユニーク性がよく表れて
いることにある．著者の海洋地震学に対する情熱あるい
は哲学が各所にちりばめられている．各セクションの見
出しには，英語の対応訳が示されていて，国際感覚をた
えず大切にしている著者の主張が感じられる．
　海洋地震観測は近年大きく進展した．今後，日本周辺
の観測はリアルタイム連続観測が増え，新知見をもたら
すデータも著しく増加していくであろう．しかし，まだ
まだ海は広い．たとえば海中ロボットなどを利用した革
新的技術を用いて，さらに世界中で新たな観測データを
得て，地球のダイナミクスの解明を目指そう．本書を読
むことによって，海洋地震学を身近に感じ，興味を持っ
て，将来海洋での調査・研究に参加したいと希望される
方が増えることを望む．一方，本書中にはカラーでない
とわかりにくい図もあるので，機会があれば，ハードカ
バーでなくてもよいからカラー図を掲載するとか，Web
版を出版するなどによって海底地形や反射断面図あるい
は速度構造図の美しさを視覚的にもアピールしてほしい．

＜東京大学出版会，2017 年 2 月，A5判，252 ページ， 

4,800 円＋税＞

［にしざわ　あずさ　海上保安庁海洋情報部 

技術・国際課海洋研究室長］

井出　哲 著
絵でわかる地震の科学
評者 相原延光　
　本書のまえがきには，『本書を読んでも「いつどこで
どれくらいの地震が起こるか」わかるようにはなりませ
ん，でも，なぜわからないのかは伝わるように心がけた』
とある．ある地域の防災ボランティア活動支援をしてい
る者として，この本を防災教育のバイブルとして読むこ

● 防災教育のバイブル
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とをお勧めする．
　本書は以下のような構成となっている．
第 1章　地震はどこまでわかっているのか？
第 2章　地震とは何か？
第 3章　地震を“視る”技術
第 4章　地震の原動力
第 5章　震源では何が起きているのか？
第 6章　地震の大きさと速さ
第 7章　地震活動と複雑系
第 8章　地震と震災
第 9章　将来の地震についてわかること
　第 1章では昔の地震の知識から始まり，科学的な研究
の歴史を紹介しながら，デジタル時代の現在の地震学ま
で紹介している．ただ，この中には「鯰絵と要石」があ
るが，1850 年代は地震や火山活動が各地で活発化し，
当時の社会不安という歴史背景があることにも触れてほ
しかった．なお，「弾性体」という用語は中学高校の教
科書では使用されない用語であるが，「弾性または弾性
力」は中学 1年理科第 1分野の「いろいろな力」の単元
で「岩石やガラスにも弾性がはたらく」として，高層ビ
ルの長周期振動に触れている．
　第 2章では地震動，震度，マグニチュードの定義と，
さまざまな地震計測器とその記録の解説がある．「破壊
すべりとその大きさ」では「破壊すべりとは破壊を伴う
摩擦すべりであって，地下の高温高圧のもとでは破壊は
3次元的よりも 2次元的になる＝断層面となる」はわか
りやすい．後半の「破壊すべりと地震モーメント」は対
数計算に慣れていない読者には少々難解である．
　第 3章では中高校の地学の学習でよく登場する地震波
の波形に見られる実体波（P波と S波）と表面波（ラブ
波やレーリー波）を詳細に解説している．高校地学分野
では押し引きの分布は横ずれ断層との関係で説明する
が，高校で習わない地震モーメントの解説は少々難解で
ある．
　第 4章では世界と日本のプレート運動の原動力につい
て述べている．この内容はこれまで教科書でも最も多く
取り上げられているが，地震を引き起こす潮汐について
触れている点は興味深い．
　第 5章の内容は地震の物理の解説で最も重要な部分
で，第 2章を深めている．すなわち，地下での破壊は横
にずれるせん断破壊であって，そこには摩擦力が存在す
る．摩擦をアスペリティの接触として考え，摩擦の法則
RSF則が働く．深さ方向にRSF則のパラメータを変化
させたモデル計算を示し，「固着」「プレスリップ」「ア
フタースリップ」という実際の地震の予測可能性に言及
する．後半では断層の周辺で生じる岩盤の破壊（断層ガ

ウジ）や流体（水やシュードタキライト）の拡散を解説
している．
　第 6章では巨大地震が起こる条件や理由のヒントとな
る，中小規模の地震の発生や低速度のゆっくり地震を巨
大地震との違いで説明している．地震の破壊すべりは時
間・空間的な相似性がきわめて広い範囲で成り立つこと
から，地震の大きさと頻度の関係を支配するGR則が成
り立つことや，GPS 観測により地下のゆっくりした変
動が観測され，プレート境界の小さな破壊すべりである
スロースリップイベント（SSE）の支配法則の研究が紹
介されて興味深い．
　第 7章では大小の地震をひとまとまりの地震活動とし
てみる複雑系の考え方が紹介されている．
　第 8章では中高の教科書にはない視点が素晴らしい．
横ずれ断層の S波の方位依存性と衝撃波，逆断層の上
盤の危険性，地震動の距離減衰式，地震動は地盤で変わ
ることなどが示される．盆地とその境界では地震波の反
射や屈折で複雑な揺れ（震災の帯）が出現し，盆地では
長周期地震動や液状化現象が起こるのも地盤が影響して
いる．山がちな日本では，地震の揺れが加わって地すべ
りが起き，土砂が河川をせき止めて天然ダムを生み出
し，決壊して氾濫被害が発生する．地震に伴なう地形変
形では被害が起きる場合があるが，長期の土地の変形で
は隆起や沈降などが地形形成に寄与する．津波のメカニ
ズムと増幅と遡上では津波堆積物の最先端研究が紹介さ
れるほか，コラムでは人が起こす地震も紹介されていて
具体的でわかりやすい．
　第 9章では「地震予知」の実現が現在および近い将来
において不可能である一方で，将来のある期間にどこで
どのくらいの地震が起こるかという発生確率は計算でき
るとしている．また，円形パッチモデルのように，地域
により固有性と階層性があるという認識も大切である．
　全編を読み終わったとき，タイミングよく，「地震の
予知体制の見直し」というニュースが飛び込んできた．
「確度の高い地震予測は出来ないのが実情」などとする
報告書を中央防災会議が提出したことにより，大震法を
見直し，南海トラフ沿いの対策を強化する方針を検討す
るというものである．

　なお，本書には以下の誤植がある．
　P. 118 : 図の説明　赤の曲線→緑の曲線
　P. 136 : 下から 6行目　死者約 14 万人→死者・行方不

明者は約 10 万 5 千人

＜講談社，2017 年 2 月，A5判，192 ページ，2,200 円＋税＞

［あいはら　のぶみつ　神奈川県立神奈川総合高校］
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●新刊紹介 

濱田政則　著　
臨海産業施設のリスク―地震・津波・液状化・
油の海上流出
東京安全研究所・都市の安全と環境シリーズ

早稲田大学出版会，2017年 6月，A5判，134頁，1,620円

NAMAZUの会　編
新編　鎌倉震災誌
冬花社（鎌倉），2017 年 7 月，A5判，294 頁，1,944 円

日本建築学会　著
2016年台湾・美濃地震災害調査報告書
日本建築学会，2017 年 8 月，A4判，121 頁，3,996 円

古垣光一　著
桜島大爆震記録集成
南方新社，2017 年 9 月，A5判，279 頁，3,024 円

藤本典嗣・厳　成男・佐野孝治・吉高神明　編著
グローバル災害復興論
中央経済社，2017 年 9 月，A5判，249 頁，3,024 円

文化庁　編
日本人は災害をどう乗り越えたのか―遺跡に刻
まれた復興の歴史
朝日新聞社，2017 年 6 月，B6 判，243 頁，1,620 円

ADEP情報

公益財団法人 地震予知総合研究振興会（ADEP）の人事異動について

業務を執行する理事の選定
　平成 29 年 6 月 23 日に開催された臨時理事会において，会長，専務理事
および業務執行理事が次のとおり選定され，同日就任しました．
　　会長（代表理事）　　　金沢　敏彦（重任）
　　専務理事（代表理事）　澤田　義博（重任）
　　業務執行理事　　　　 石井　　紘（重任）

採用
　　磯部　　誠　本部 事務局 参事
　　　　　　　　兼務　地震調査研究センター 事業推進管理部長  29.  7.  1
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　本号が発行さ

れる 30 年前の

1987 年 12 月，房総半島九十九里付

近の直下で 1987 年千葉県東方沖地

震が発生した．震源の深さは 47 km，

マグニチュードは 6.7 で，2名の死

者を生じた．

　この地震は，政府の地震本部が今

後 30 年以内の発生確率を 70%とし

ている「首都直下地震」の条件にあ

てはまる最も直近の例であった．

　最近のGNSS 観測から，この九 

十九里付近の房総沖ではスロース

リップが頻繁に繰り返されているこ

とが明らかになった．本号では，そ

の最新の知見を東大地震研の福田先

生に解説していただいた．

　ところで，この房総沖から北海道

沖にかけての海域には S-net（日本

海溝海底地震津波観測網）が敷設さ

れ，稼働を開始している．昨年 11

月 22 日に発生した福島県沖の地震

（M7.4）に関する話題を含め，S-net

で得られた初期の成果について防災

科研の植平先生に報告をお願いした．

　また，地震と並んで海底の地殻変

動に関する情報もきわめて重要であ

り，近年わが国では着実な成果が得

られつつある．その現状について，

東北大の藤本先生にレビューをお願

いした．

　このほか，工学的な話題として

は，清水建設技術研究所が完成させ

た三次元大振幅振動台について，同

研究所の熊谷先生よりご紹介をいた

だいた．当振興会では，これに合わ

せて有志が同研究所を見学させてい

ただき，フライトシミュレータを

ベースにしたという同振動台による

リアルな振動体験もさせていただい

た．清水建設の皆様には，ここにあ

らためて御礼を申し上げたい．

　次に，国際的な話題としては，全

世界を対象とした地震によるハザー

ドおよびリスクの評価を目的とした

GEM（Global Earthquake Model）

の活動を取り上げた．日本からは，

防災科研の藤原先生が運営理事会の

委員として，また郝先生が科学委員

会の副議長としてこれに参加してお

られ，両先生よりGEMの概要と日

本の貢献について解説をしていただ

いた．

　本誌では，今後も工学的なトピッ

クスや地震関係の国際的活動につい

て，随時取り上げていきたい．

 

　前号でお知らせしたとおり，当振

興会では「地震ジャーナル」全号の

ウェブ公開を行う準備を進めて参り

ました．その一環として，1～63 号

の記事に関係された執筆者 443 名の

うち，故人となられた方や連絡先不

明などの方を除いた 325 名に対して

著作権委譲のお願いをさせていただ

きましたが，回答期限の本年 9月末

までに，94%にあたる 304 名より

ご賛同をいただきました．

　これを受けて当振興会では，これ

まで目次のみを公開していた 1～50

号を含め，本年 10 月より全号の完

全ウェブ公開を開始いたしました．

古い号には，昔の大先生の書かれた

記事や対談などが掲載されており，

きっと多くの皆様の興味を引かれる

ことと思います．

　なお，今回連絡がとれなかった著

者の方々につきましては，今後も

ウェブ公開に疑義がある場合は事務

局で受け付けますので，どうぞお申

し出ください．  （Y.O.）

編集後記
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